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� e Xinjiang school system developed and spread based on a pre-1949 Soviet 
model adopted by the Uyghurs themselves and was fundamentally maintained 
nearly intact even a� er the founding of the People’s Republic of China (PRC), 
when that system was incorporated into the national ethnic minority educa-
tion system.

� e system originally called for the use of Turkic languages in classroom 
instruction, but after the founding of the PRC, the government began to 
introduce Chinese language education, nonetheless with extreme caution, 
since the move may have been construed as another version of earlier Qing 
dynasty Chinese language education measures implemented as an integral 
part of its overall “Sinifi cation” policy. However, as the PRC’s political system 
grew more stable, Chinese language education was gradually established in 
the schools that Uyghur children attended, and within this process Chinese 
permeated their awareness, especially for those students who desired advance-
ment to higher educational institutions, where proficiency in Chinese was 
mandatory.

Given the above background, this paper focuses on the initial attempts to 
introduce Chinese language education into Xinjiang from the point of view 
of government policy immediately after the establishment of the PRC and 
subsequent developments and transitions that occurred to create the situation 
that existed in the 1980s, when the government realized that despite the great 
amounts of economic and human resources it had invested in the program, 
Chinese language education in Uyghur schools had not advanced to the level 
expected by the original policymakers. It was at that time, in 1982, that Badai, 
the deputy chairman of the autonomous region in charge of educational 
affairs, who understood the awareness of Uyghurs and other minorities in 
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Ⅰ．はじめに

現在の中国・新疆ウイグル自治区には，当
該自治区において最大の人口を擁する民族で
あるウイグル人が 900万人あまり居住して
いる。彼らは長い歴史の中で，イスラーム教
を信仰し，テュルク系言語の一つであるウイ
グル語を用いてきた。1949年に中華人民共
和国が成立した後，新政府は，新疆において
それ以前に展開されてきたウイグル語をはじ
めとするテュルク系言語による学校教育を受

け継ぎ，新たな国民教育としてその管轄下に
置いた。そして，新中国の民族政策の下，こ
れらの学校においては従来通り民族言語によ
る教育が継続されるようになり，のちに「民
族学校」1）として位置付けられた。
この「民族学校」においては，1950年代
の早い段階から漢語教育の実施が開始され
た。それは，普段の生活のなかで自民族語
を用い，「民族学校」で自民族語で授業を受
けるウイグル人など少数民族の子弟に，中国
の多数派民族である漢族の言語であり，中国
の主体言語と位置づけられた漢語を身に付け

Xinjiang, proposed the concept of “民漢兼通 minhanjiantong”, which initially 
meant “focusing on ethnic languages, while attaining profi ciency in Chinese”.
� e concept, however, was never fully implemented, and where it was put into
practice, it was not always in accord with Badai’s original intent, due to a lack
of any concrete measures. Ultimately, the theoretical framework was lost, and
“minhanjiantong” came to be understood only opportunistically within the
trends of the times.
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1） 1990年代まで「民族学校」と呼称される存在は，ウイグル人に関して言えば，中華人民共和国成
立以前からの歴史的背景をもちながら，中華人民共和国の民族政策に基づき，その教育制度におけ
るフォーマルな教育機関として小学校段階から民族言語による教育が行われてきた学校を指す｡ 新
疆には，ウイグル語以外に四つの言語，すなわちカザフ語，モンゴル語，シボ語，クルグズ語を教
授言語とする「民族学校」もあり，原則としては，小学校の段階から各民族を児童・生徒とし，そ
れぞれの民族言語を教授言語とする学校のことを「民族学校」と称している。その大部分でウイグ
ル語による教育が行われてきた。この「民族学校」という名称は，現代中国特有の意味合いをもつ
用語が定着したものと考えられる。
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させることを基本的な目的とするものであっ
た2）。漢語教育は，政策が実施されていくな
かで，次第に授業数が増加されるなど重視さ
れるようになり，「民族学校」において定着
していくこととなった。また，漢語は進学す
るための欠かせない重要な科目になった。他
方，実際面においては，時間を経た段階にお
いても，漢語教育の成果は期待されるように
は挙がらなかった形跡が見られる。たとえ
ば，1982年の公的な報告によれば，「高校を
卒業した民族学校の生徒は，大学に進学して
2年間集中的に漢語を勉強しても，その成果
は小学校卒業程度の漢語力にしか満たなかっ
た」と言われる（巴岱 1982: 3）。このような
状況は，中国の他の少数民族地域における漢
語の浸透度と比較しても特徴的と言えるであ
ろう。
それでは，このような状況の背景にどのよ
うな事情を透視できるであろうか。この問題
にアプローチするためには，とくに，「民族
学校」の漢語教育の政策的な側面における策
定と実施の様態，実施された際の学校現場に
おける実態などについて注目する必要があ
る。本稿は，このような問題意識を基礎に据
えつつ，中華人民共和国成立直後から 1990
年代までの新疆における，ウイグル人をはじ
めとする「民族学校」の漢語教育について検
討するものである。
そもそも新疆に漢語の教育が最初に現れた
のは，清朝末期，19世紀後半のことである。
1884年に新疆省が設立された後，ウイグル
人などテュルク系言語を用いる民族に対し，
漢語による漢語の教育が強制され，それに対
しウイグル人の間から根強い抵抗が起こった
ことは周知の通りである｡ この清朝末期の状
況に関しては，清朝側史料に依拠した片岡一
忠や馬文華の研究があり，その実施の目的，
内容，方法，実態などについて明らかにし
ている（片岡 1991: 第 6章第 1節；馬 1992: 

65-72）。また，20世紀初頭から行われたウ
イグル人の近代的な新方式教育運動に関する
濱田正美や新免康の論考は，これら新方式教
育の勃興・展開の背景として，清朝政府によ
る強制的な漢語教育に対してウイグル人の間
に醸成された危機感と，西方イスラーム地
域から導入された改革思想の影響が存在す
ることを指摘しており（Hamada 1990; 新免
1990: 2-6），中華人民共和国成立後の漢語教
育の性格について考察する上でも，一定の示
唆を与えるものであると言える。
しかし，中華人民共和国成立以降の新疆に
おける漢語教育の実態については，体系的に
取り扱った研究は見当たらない。確かに中国
国内においては，政府見解を前提とした戦略
的な観点からの成果が出されており，その代
表的なものとして，1990年代に新疆教育委
員会主宰下のプロジェクトにより実施された
大規模な調査を基にした『新疆少数民族双語
教学与研究』（王振本，梁威，阿布拉・艾買提，
張勇 2001）が挙げられる。また，主に方法
論的な側面を重視したものとして，1996年
に現地調査を実施したムハベット・カスム
らによる研究も見られる（木哈拝提・哈斯
木 1996; 哈力克・尼亜孜，木哈拝提・哈斯木
1996; 木哈拝提・哈斯木，哈力克・尼亜孜，
塔什・熱合曼 1997）。しかし，これらの研究
は，中華人民共和国期の漢語教育について，
その理念と実施状況の様相を体系的に明らか
にしたものとは言い難いように思われる。
そこで本稿では，新疆の「民族学校」にお
いて実施されてきた漢語教育の理念とその
実施情況の変容に関わるプロセスを，とく
に 1950年代における漢語教育の開始から，
1980年代に提唱された「民漢兼通」理念と，
それに基づく漢語教育の推進政策へと至る経
緯の具体相に焦点を当て，政策的側面に着目
しつつ解明したいと考える。その際，漢語教
育のあり方とその変容の政治的・社会的背景

2） 本稿での「漢語教育」は，新疆において「民族学校」を対象に実施されている「漢語」科目と，そ
れに関わる教育全般を指す総称として用いるものである。
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についても留意しつつ議論を進めたい。検討
のための材料としては，現時点における可能
な限りの一次資料を利用する。すなわち，新
疆の教育庁によって出された報告や指示等の
政府関係資料を中心とし，筆者が学校関係者
や教育行政関係者などに対して実施した聞き
取り調査のデータを補助的に活用することと
する。

1990年代後半以降，新疆における漢語教
育は歴史上新たな局面を迎えたと言っても過
言ではない。それは，民族言語以外の科目の
授業をすべて漢語で行うという「実験」が大
規模に実施されたことであり，それまで専ら
民族言語を授業言語としてきた「民族学校」
の基本的なあり方に位相の変移をもたらすも
のであった。本動向に関する検討は別稿に譲
りたいが，このような大きな変化が現出する
条件を形作り，ウイグル人社会における学校
教育の歴史の上でのターニング ･ポイントへ
とつながる契機となったのは，中華人民共和
国成立後に実施された政策とその影響，とり
わけ 1980年代に打ち出された政策理念とそ
の実施，それにともなって生じた新たなアス
ペクトであると考えられる。したがって，そ
のプロセスの内実にアプローチする本稿の試
みは，漢語教育の歴史的展開のあり方とその
背景を探る上で有効な作業であると考えられ
るとともに，中華人民共和国成立後の新疆に
おける「民族学校」の変容過程を端的に示す
象徴的な現象に対するアプローチとして，現
代新疆の教育 ･文化状況に関する考究の上で
も一定の意味をもつと考える。
本稿における議論の具体的な手順として
は，第一に，漢語教育について論じる前提条
件として，漢語の使用状況がウイグル人社会
においてどのような様相を示してきたのか，
その概要をとくに 1980～ 90年代に焦点を
当てて提示する。第二に，漢語教育の開始と
その後の展開の歴史的な経緯について検討を
試みた上で，第三に，1980年代に提案され，
その後の漢語教育の展開に大きな影響を与え

ることにより一つの転換点をもたらしたとも
言うべき「民漢兼通」理念の創案と実施，お
よびその背景について明らかにする。最後に，
90年代から顕在化する，漢語教育に対する
ウイグル人側の意識の変化について指摘し，
その背景についても言及したい。

Ⅱ．ウイグル人社会における漢語の
使用情況とその背景

ウイグル人社会において，一般の民間レベ
ルで漢語の存在が身近に認識され始め，漢語
と直接接触する機会が目立つようになってき
たのは，1949年の中華人民共和国成立以降
のことであると考えられる。それは，政策的
に中国内地から大規模に漢族移民が入ってき
たことを背景とする。その人口は年々増加
し，現在では新疆全人口の半数近くを占めて
いる。本章では，漢語教育の状況に関して考
察する前提として，上記のような漢族の大量
移住という社会背景の下，ウイグル人社会に
おける漢語の使用の度合いがどのような様態
を示してきたのかという点について，とくに
1980年代～ 1990年代半ばの状況に焦点を当
てて検討を加える。

1. 中華人民共和国成立以前の情況
清朝の統治が開始された 18世紀中葉以後，
ウイグル人社会の言語・文化に対して目立っ
た干渉が加えられることは基本的になかっ
たと言われる。それは，新疆が清朝の「藩
部」として位置付けられることを通じて中国
内地とは異なる政治体制の下に置かれていた
ことと無関係ではないと考えられている（片
岡 1991: 25）。しかし，1864年に勃発した大
規模なムスリム反乱がやがて鎮圧され，清朝
による統治が回復されると，1884年に新疆
省が成立し，新疆は行政体制上中国内地と等
質化されることとなった。これにともない，
ウイグル人に対して旧式の学校を開設し，漢
文化への「同化」を目的とする漢語の教育3）

が強制されたけれども，ウイグル人側からの
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抵抗のなか，目立った成果を挙げることはな
かったとされる。そのことは，片岡一忠によっ
て，「民国時代の教育情況から推して，清末
時期の学堂建設は必ずしも，否，決して地域
社会に根ざしたものとはいいがたい。」と指
摘されている通りである（片岡 1991: 318）。
このときの有様については，すでに濱田正美
によって引用され，明らかにされているよう
に（濱田 2002: 95），清朝末期の新疆省布政使
王樹枏らによって編纂された『新疆圖志』に，

纒民（＝ウイグル人）には数十軒の家に
必ず寺院（＝モスク）があり，寺院には必
ず学校（＝塾）がある。彼らは，自らの教
祖（＝預言者ムハンマド）を篤く信じてそ
の信仰を堅く破らず，孔子を拝することを
大きな恥とする。官の力でこれ（＝漢語教
育）を強制したけれども，結局はできな
かった。依然として旧いしきたりを守って
いる。且つ，ひとたび（漢語を教える「学堂」
に）入学すれば，彼らはこの行為を背教行
為と見なし，白眼視しないものはいない。
したがって，彼らに識字（＝漢字の習得）

を勧めると，我らには自らのアリフ・バー
（＝アラビア文字のアルファベット）があ
ると言い，史学と言えば，我らには自らの
ターリーフ（＝歴史）があると言う。経典
を読もうとすれば，我らには自らのコーラ
ンがあると強調する。医学書にはティッ
ブ・キターブがあり，農書にはリサーラが
ある。そして占いの書にはルーズ・ナーメ
がある。回教（＝イスラーム教）は，国を
立てて数千年経つ。各種の書籍は膨大なも

のがあり，それはまるで大海の如くである。
（『新疆圖志』巻三十八，学校一，4b-5a）。

とあり，長年培ってきた独自の文化，言語・
文字，宗教などをもち，これらを背景とした
精神世界をすでに堅固に確立していたウイグ
ル人にとって，当時，自分たちの言語・文化・
生活様式などとは縁遠い新たな漢語および漢
文化を受容すべき必然性を感じる部分は希薄
であったと推測される。
以上のような情況が急激に変動したのは，

1949年に中華人民共和国が成立して以後の
ことである。政策的に中国内地から大規模な
漢族の移住が行われたからである。1949年
に 29.10万人だった漢族の人口は，1990年
には 564.72万人にまで増加し，1949年から
平均で年間 10万人ずつが移住してきたと言
われている4）。このような多数の漢族の移住
によって，新疆における漢語の使用度が年を
追うごとに高まってきた。とくに「改革・開
放」路線により市場経済が導入されてから
は，経済面において漢族の活動が顕著に展開
されている状況に基づき，その重要性が更に
際立つようになった。また，中央政府レベル
の政策面においても，1984年に施行された
「中華人民共和国民族区域自治法」によって，
それまでは明確化されていなかった「民族学
校」での漢語教育が義務化されたのである5）。

2. ウイグル人コミュニティと漢語の使用
しかし，このような政治的・社会的趨勢
を感じ取りながらも，ウイグル人の家庭や
コミュニティ内部においては，少なくとも

3） その理念については，『左文襄公奏稿』：巻 56，22aを参照。
4） 漢族の移住者について，関連文献では，1949～1961年の間は 187.72万人，1962～1963年は 19.46

万人，1964～1980年は 149.90万人，1981～1989年は 62.53万人，1990～1992年は 21.31万人と
されている。詳しくは，張耀華等 1997: 32-36;続 1996: 23-26; 楊政，原新，童玉芬 1995: 11-17を
参照。

5） 同法第 37条に，少数民族を主体とする学校において小学校高学年もしくは中学校から漢文の課程
を設け，「普通話」（普通語）（＝北京語音を標準音とし，北方語を基礎方言とする現代中国語の標
準語（中国社会科学院語言研究所詞典編輯室編 2001: 989））の普及を推進する旨が定められている
（国家民族事務委員会中共中央文献研究室 1990: 245）。
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1990年代までは，依然として漢語の使用度
が低く，漢語がそれほど普及しているとは言
い難い情況にあった（リズワン・アブリミ
ティ 1998: 46-50）。

1986年に，ウルムチ市（人口 1,478,922，
うちウイグル人口 188,327人），イリ市（人
口 309,262，うちウイグル人口 147,708），カ
シュガル市（人口 254,366，うちウイグル
人口 191,488），インジサ県（人口 205,312，
うちウイグル人口 201,112）などの地域で，
182戸 701名のウイグル人を対象に行われた
サンプリング調査では，母語であるウイグル
語ができ，なおかつ漢語を使いこなせる人が
33人，ある程度できる人は 42人という数字
が得られた。これはサンプリング調査の母
体全体の，それぞれ 4.4％と 5.9％に過ぎず，
全体の 90％近くが漢語を解さないというこ
とであった。さらに，ウイグル人が集中する
農村地域，バザール，家庭などでの使用言語
は専らウイグル語のみであると報告されてい
る（中国社会科学院民族研究所，国家民族事
務委員会文化宣伝司編 1994: 873）。
その約 10年後の別の調査においても同様
な結果が報告されている。新疆におけるウイ
グル人と漢族の関係について調査を行った李
建新は，調査地であったトゥルファン郊外の
艾丁湖郷において，90％以上の人口を占め
るウイグル人コミュニティではウイグル語
のみが使用されていることを指摘した上で，
これら住民のうち挨拶程度の漢語ができる
人は男性が 68.1％，女性にいたっては僅か
16.8％であったことを明らかにし，年齢的に
は 39歳以下の人に限ると述べている（李建
新 1996: 217-230）。

また，筆者が 1996年 9月と 1997年 9月
の 2回にわたって新疆南部に位置するカシュ
ガルとホータンで行った調査6）においても，
同様の傾向が見られた。ホータンの調査では，
小学生と中学生の子どもをもつ 10人の保護
者（全員ウイグル人）に対して行ったインタ
ビューで，家庭やウイグル人コミュニティで
使用されている言語は，基本的にウイグル語
のみであることが明らかになった。子どもた
ちが漢語を習得する過程において最大の障害
となっているのは，たとえ学校で漢語を学ん
だとしても日常生活では漢語を話す機会が
至って少ないという境遇であるという。
以上のデータからも窺われるように，中
華人民共和国が成立して半世紀近く経った
1990年代の段階においても，ウイグル人コ
ミュニティ内部において漢語はほとんど普及
していない状況にあった。このような状況は，
歴史的・社会的，そして文化的・宗教的背景
と深く関わっており，その要因について現段
階において十分な検討を試みることは難し
く，またそのことは本論の目的ではない。こ
こでは，背景の一端として，移住政策と居住
空間，そして伝統的オアシス経済の形態とい
う側面に着目し，次の 2点を指摘するにとど
めたい。
（1）漢語と接触のない居住空間
第一に，新疆南部においてウイグル人の居
住地域が集中していること，例外的事例はあ
るものの，家庭，とくに農村部のオアシス地
域の家庭においては漢族との接触がほとんど
なく，都市部でさえ仕事以外の場における漢
族との交際が至って少なかったことが挙げら
れる。このことは，中国政府が行ってきた新

6） 本調査は，文部省科学研究費補助金国際学術研究「ウイグル民族と日本の子どもの生活環境の比較
研究」（平成8～10年度，研究代表者：碇浩一）の一環として行なわれたフィールド調査である。ホー
タンでの調査は，主にホータン地区民族中学校，ホータン市第二小学校（民族小学校），ホータン
地区バグチ（巴格其）鎮中学校（民族中学校）において実施した。調査方法は，アンケート，座談
会，インタビューによる。調査対象は，ウイグル語と漢語のできる教員 87名（内ウイグル人 83名），
保護者 10人（小学生の親 4人，中学生の親 6人），生徒約 40名程度（小・中学生）である。カシュ
ガルでの調査は，第 8中学校（民族）と第 2小学校において行われた。調査方法は，座談会とイン
タビューを中心とする。調査対象は，学校幹部と教員若干名，生徒約 1クラスずつ。
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疆への漢族移住政策の様態と密接に関連して
いる。
漢族の新疆への移住は，清朝の時代まで遡
ることができる。1884年の新疆省設立にと
もない行政面における中国内地との統合化が
図られて以来，漢族の移住が政策的に促進さ
れ，新疆北部ではかなり進展した形跡がある
（新免 2003: 480）。しかし，新疆南部への漢
族の進出は極めて少なく，漢族による本格的
な移住と農業開発は，中華人民共和国成立後
の新疆生産建設兵団の出現を待たなければな
らなかったという（片岡 1991: 278）。
新疆生産建設兵団の起源は，新疆に進駐し
た人民解放軍が 1950年から辺境の防衛と開
発を兼ねて開墾・建設事業をはじめたことに
遡り，人民解放軍の幹部であった王震と王恩
茂の中央への建議によって設立されたもので
ある。その後，さらに民間からの数十万人
規模の漢族移住者7）が新疆生産建設兵団に加
わった（李福生主編，方英楷著 1997: 188）。
その後も新疆生産建設兵団は，中国内地から
新疆への移住のいわば受け皿として機能して
きたと考えられる。生産建設兵団は，行政，
経済，文化，教育，社会福祉など，あらゆる
方面において独自のシステムと経済基盤を形
成しているとされる。その人口は，新疆の漢
族総人口の 3分の 1を占める規模であり，そ
のなかで漢族以外の諸民族の割合は 10％に
満たない。
生産建設兵団の農場・拠点は，ウイグル人

を主要な居住者としてきた新疆南部において
は，ウイグル人の居住地域（農村部）に直接
的に入り込まない形態で，水系の下流に設置
された例が多いとされるが（堀 1995: 535），
ウイグル人農村と隣接する形の「団場」もな
かには含まれている。

1996年にホータン地区のカラカシュ（墨
玉）県内に位置する新疆生産建設兵団第 47
団場において調査を行った曹紅は，第 47団
場と周囲の住民との関わりについて，次のよ
うな状況を紹介している8）。「第 47団場はそ
の周囲をウイグル人の村々に囲まれているに
もかかわらず，相互の関係は極めて形式的な
もので，民族団結を掲げた組織的な交流にし
か過ぎず，両者の日常生活における個人レベ
ルでの接触は全く見られない。」（曹 1999a: 
l91-204）すなわち，この研究によれば，隣
接する村落のウイグル人住民にとって自分た
ちの地域社会とは別個の漢族主体の集団を形
成している印象のある生産建設兵団との間
で，日常的な接触の度合いは薄いと考えられ
るのである。
一方，生産建設兵団への参加だけでなく，
多数の漢族が内地から新疆の各地に移住して
きた。その枢要な移住先となったのは都市部
であり，その結果，一部の都市では漢族人口
の比重が著しく高まった（新免 2003: 485-
486）9）。これに対し，ウイグル人が主に居住
する農村部に入植した人々も，少なからず存
在した。その場合，ウイグル人と漢族の居住

7） 小島麗逸の研究によれば，新政府は建国当初，中国各地の都市に大量の失業者が存在したほか，
800万とも言われる国民党敗残兵や職を失った下級官吏が溢れる状況に直面し，いわば余剰労働力
の問題の解決を焦眉の政策課題としていた。このことが，新疆など辺疆地域への計画的な漢族の政
策移民が立案される背景となったという（小島 1998: 244-249）

8） 第 47団場の前身は，中国人民解放軍第 1野戦軍第 2軍第 5師第 15団であり，1953年，新疆にお
ける人民解放軍の組織が大規模に再編成された際に，新疆軍区生産建設兵団として再出発したとい
う。現在の敷地は，20.3万畝で，1人当たりの耕地は，墨玉県における 1人当たりの平均耕地面積
の 3倍であり，人口は 3,835人である。周囲はウイグル人の村々に囲まれているという。詳しくは，
曹 1999a: 191-202を参照。

9） 新免の研究によれば，1950年代以後の新疆の都市部における漢族人口の著しい増加と，都市部に
偏重した漢族の人口分布の様態は，生産建設兵団以外の漢族移住者にとって，都市部が移住先とし
ての主な受け皿となってきたという歴史的経緯に基づいており，その典型的な事例が自治区都のウ
ルムチ市であるという。
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地域は明確に分かれており，その行政管理も
別区分されていると見られる。李建新の調査
報告では，次のような事実が明らかにされて
いる。調査対象地となったトゥルファン郊外
の艾丁湖郷の 3つのウイグル人村と 1つの
漢族村では，互いに雑居する状況は見られな
いという。60年代初期に設立された「乾店」
というこの漢族村は，調査当時に至っても居
住者の 100％が漢族である一方，3つのウイ
グル人村の方は，合わせて 4軒の回族が住ん
でいる以外，ほぼ全員がウイグル人居住者に
よって占められていた。ウイグル人村と漢族
村の接触について，相互の交流をもつ者はウ
イグル人の中では人口の 5％に限られ，漢族
の中では人口の 18％に留まっており，その
比率は低い。その接触も経済活動に限定され
ているという（李建新 1996: 217-230）。
このような漢族村は，1950年代から生産
建設兵団とは別の形で移住してきた漢族移民
によって形成されたものである。これらの漢
族移民は，最初は組織的に次々とウイグル人
の居住空間である村落の内部に入って雑居を
始めたが，60年代になると，それぞれの地
域に政府によって設置された新しい区域に移
転し，漢族がまとまって居住する漢族村が形
成されたと見られる。その間の具体的な経緯
や理由を明らかにする確実なデータは現在の
ところ見いだせないけれども，先行研究や筆
者が行った聞き取り調査で得られたデータ等
に基づけば10），居住区域が分けられた一つの
背景として，オアシス自然・生態環境に対す
る配慮や習慣の違いなどに基づく事情があっ
たのではないかと推測される。
茆永福・曹紅らにより新疆南部の漢族村で
実施された調査では，ウイグル人の農村社会
において形成された漢族村の一類型が，もと

もとウイグル人居住区域の内部に分散してい
た漢族が一箇所に移住して集中居住すること
を通して形づくられた村であることが明らか
にされている（茆，曹 1997: 1-12）。そして
同調査では，アクス地区のバイ（拝城）県に
位置する漢族村への言及において，「広い面
積に穀物が植えられているものの，農民の家
の周りには葡萄棚はなく，村全体の雰囲気が
荒涼としており，緑による生態が調和してい
ない感がある｡」という印象が提示されてい
る（茆，曹 1997: 1-12）。これは，家の敷地
を緑で満たし，庭には必ず葡萄棚を構え，敷
地周囲をポプラの木で囲むという，オアシス
固有の自然環境を保持し，その中で自らの快
適な生活条件を整備するための手立てを熟知
しているウイグル人の村落との比較観察に基
づくものである。このような両者の生活様式
等における差異を背景として，雑居した際に
両者の間に問題が惹起されやすい条件が醸成
され，そのことが漢族移民を組織的に移転さ
せる政策の採用へと繋がっていった可能性が
考えられる。
ともあれ，以上のような居住区域の分離と
いう事情により，端的に物理的な側面におい
てウイグル人の漢族・漢語との接触の機会に
制約を生じさせる条件が形づくられたことは
否定できない。このような条件は，必然的に，
新疆南部のウイグル人社会において漢語の必
要性を認識させる場面が少ない状況へと導い
たと言えるであろう11）。
（2） 漢語と接触のないオアシス経済
―バザール

中華人民共和国成立後の漢族の大量移住と
いう事態にも拘らずウイグル人コミュニティ
において漢語との接触が希薄であったもう一
つの背景としては，オアシス経済の要となっ

10） 前掲調査。注 6を参照。
11） 実証的な議論は難しいものの，物理的な距離だけでなく，言語・文化・習慣・価値意識等の違いを

背景とする，心理面における「他者」としての隔たりの感覚にも留意する必要があるように思われ
る。このような心理的な「距離」が，ウイグル人の漢語・漢文化に対する関心をより希薄なものと
し，漢語の普及しない状況を助長した面もあるのではないかと想像される。
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て機能しているバザールの存在を挙げること
ができよう。バザールは，古来よりウイグル
人社会における商品経済を進展させ，地域経
済を活性化させる上で枢要な役割を果たして
きた（真田，王 2002: 143-144）。このよう
な経済活動は，内部におけるネットワークの
広がりを発達させてきただけではなく，ウイ
グル人社会が経済面で自律性を保持してきた
ことを意味するものであるとも考えられる。
バザールはウイグル人の日常生活に密着し
つつ，その社会生活を経済面で存立させてい
る場であると言える。アブドゥケリム・ラフ
マン（Abdukerim Rakhman）の説明による
と，一つのオアシスには幾つかのバザールが
存在し，曜日をずらして一週間ごとに開かれ
ているという（Abdukerim Rakhman 1996: 
14）。都会や町の大規模なバザールは日曜日
に開催されることが多いが，農村部では常設
の市場がないため，概ね 1日で往復できる
範囲に一つのバザールが開かれている（楊廷
瑞，法海汀 1979: 178）。そもそもバザール
は，主に農家の農産物と家畜，さらに手工業
の商品を換金する場であり（真田 1999: 66），
自分たちが作ったものを売って必要な品物を
買って帰る，という供給と需要の原理に応じ
た素朴な商品経済の形態を反映するもので
あった。職業の如何を問わず，暮し向きの上
下を問わず，日常の生活・生産活動において
必要なものは何でも手に入るのである（梅村
坦 1991: 74）。買い付け，供給，運搬などに
おいて特定の専門商人の影は薄く，基本的に
誰でも交易に参入できるシステムであるとさ
れている。
バザールがウイグル人社会で果たす役割
は，狭義の経済活動面にとどまるものでは
ないと考えられている。バザールに参加し
ている人々のもう一つの楽しみは，バザール
での仕事を済ませた後，町周辺の農村から
やってきた親戚同士や友人が一箇所に集まっ

て，情報の交換を行ったり，町に住んでいる
親戚や友人の家を訪ねあったりすることであ
る。ウイグル人コミュニティにおいて長年に
わたり実地調査に従事してきた曹紅は，こ
のような多面的なバザールの機能について，
1. 民族の特産品と手工業商品の集散地であ
る，2. 社会情報の発信地である，3. 民族文
化の伝承地である，4. 社交クラブである，5. 
民族飲食の広場である，6. 異質文化伝播の
場である，と分析している（曹 1999b: 219-
239）。自然環境の厳しいオアシス地域におい
て形成されたこのような経済システムは，単
なる経済活動に留まらず，ウイグル人コミュ
ニティのネットワークを機能させ，広げる役
割を担うとともに，ウイグル人社会における
生活様式と密接に結びついた特有の「場」を
構成していると言えるであろう。
このようなバザールの特質を考える上で注
目されるのは，新疆人口全体の中で相当な割
合を占めるようになった漢族の住民の，バ
ザールに対する関与の度合いである。たとえ
ば，前述の李建新の調査報告には，「バザー
ルのある日，漢族の人はこの中に溶け込むこ
とはない｡ 彼等の姿勢は基本的に不参加・不
参入である。乾店村はバザールの開かれる所
から最も近い距離に位置している。にもかか
わらず，村民の多くは，むしろ閉門不出を好
む」（李 1996: 217-230）とある。バザールは，
ウイグル人を中心として営まれてきた経済活
動の空間であり，漢族にとってはその中に積
極的に入り込むことができづらい構造になっ
ているのであろう12）。それは，ウイグル人の
オアシス農村や都市の日常生活において消費
される商品と，自分たちが作った農業産品や
手工業製品を取引するという，地域社会にお
ける生活に密着しつつ形成されたバザールの
経済活動が，ウイグル人社会の自律性あるシ
ステムとして存在してきたと考えられるから
である。

12） 近年，カシュガル市のバザールなどでは，急激に増加した中国内地からの観光客を対象として商売
を行う例が増えているが，これは近年になってから出現した現象と言える。
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以上のように，バザールを軸とするウイグ
ル人社会の独自な商品経済の自律性は，ウイ
グル人社会のネットワークを有機的に繋げ，
ウイグル人コミュニティの維持を支えてきた
と考えられる。このような条件もまた，ウイ
グル人社会において漢語の使用や漢族との接
触の必然性が少なく，そのための志向性も薄
いものになっていた背景の一つを構成するの
ではないかと推測される。

3. 漢語優先の大都市と公的機関
一方，公的機関と大企業，さらに漢族が集
中する都市部では，遅くとも 1990年代には
言語使用において漢語がすでに基軸となりつ
つあり，社会参加の条件として漢語の運用能
力が不可欠となっていた。
新中国の成立にともなって政府により定め
られた各民族の言語と文字の使用権利に関す
る原則は，現在においても基本的に変化はな
く，法律的な根拠も与えられている（「民族
区域自治法」第 10，21条（国家民族事務委
員会中共中央文献研究室 1990: 238, 241））。
しかし実際面においては，公的機関や企業に
おいて，これらの規定の精神に厳密にした
がった言語使用のあり方が見られるとは必ず
しも言えない面がある。このような状況の背
景には，都市部では漢族人口の比重が相対的
に高いという事情も相俟って，主要都市部を
中心とする公的な勤務場所の人員が，かなり
の割合で漢族によって占められてきたという
現実がある。とくに政府の行政機関や役所，
裁判所，金融機関，病院，企業などといった
職場の多くで使用される言語としては，必
然的に漢語が主流になっていると見られる。
1980年代～ 90年代前半の状況として，『中
国少数民族言語使用状況』には，「ウイグル
人の大多数が，漢語ができないため，漢語し
か通じない大都市の病院での診療，デパート
での買物，切符購入などの際には，必ず漢語
のできる人に助けを求めなければならない」
（中国社会科学院民族研究所，国家民族事務

委員会文化宣伝司編 1994: 873）とある。こ
の叙述からは，ウイグル語が新疆ウイグル自
治区における公用言語の一つとして認めら
れ，その使用の権利が保障されてきた半面で，
人員の過半が漢族によって占められていると
考えられる公的機関等においては，ウイグル
語での対応が可能な窓口は少なく，円滑にこ
とを運べないケースも少なくない状況を見て
とることができる。
実際，新疆ウイグル自治区民族語言文字工
作委員会党書記であった楊秉一は，1980年
代における情況について次のように指摘して
いる。

　職場によっては民族言語の使用度が重要
視されていない。自治区党委員会と人民政
府あてに必要な報告や申告といった公文書
を出すとき以外は，職場内で使われている
言語・文字は漢語のみである。1万近くの
職員を有する大企業においてさえ，通訳は
一人も設けられておらず，会議などの際は，
漢語の理解ができない人に対して配慮が払
われていない｡（楊秉一 1988: 309）。

つまり，早くも 1980年代の段階で，国営企
業において漢語中心と言える状況が存在した
のである。1990年代になるとこのような趨
勢は決定的になったと思われる。公的機関に
おける受け付けや会議（人民代表大会を除
く），さらに通知・通達は，以前の 2言語に
よるものから事実上漢語のみとなり，都市部
における職場での案内や通知も漢語のみとい
う形式が目立つようになったとされる。た
とえば，1995年に新疆民族語言文字工作委
員会によって行われた調査によれば，「自治
区の 56の部署が出した 77,812件の公文書の
中で，2言語（ウイグル語・漢語）による文
章は，全体の 12％前後に過ぎなかった」と
いう（新疆維吾爾自治区地方志編纂委員会
2000a: 737）。要するに，遅くとも 1980年代
以来，公的な場における言語使用の場面で基
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軸となるポジションを確立した漢語と対照的
に，ウイグル語は公的機関・職場においては
いささか影の薄い存在になったと言えよう。
このような特質を具えた社会環境にウイグ
ル人が本格的に参加しようとする場合には，
最低条件として漢語の運用能力が欠かせなく
なった。政府の職員として就職したり，ま
た，漢族経営の私営企業などで就業しようと
したりするならば，漢語の習得が必須要件と
なったのである。1997年 10月の調査によっ
ても明らかにされているように，都市部にお
ける職場での採用や政府幹部などとしての社
会的上昇を目指す際には，必ず漢語の実践的
能力が条件とされ，それを具備していれば有
利になるわけである（新疆維吾爾自治区地方
志編纂委員会 2000a: 737）。そういう意味で
は，とくに都市部のウイグル人にとって漢語
は，必然的に学ばざるを得ない言語という位
置づけを与えられたと言っても過言ではない
であろう。

Ⅲ．漢語教育の開始と展開，およびその背景

中華人民共和国成立後の新疆においては，
それ以前から展開していたウイグル語などの
言語による学校教育が継承され，新体制の枠
組みに沿うようにその再編事業が進められ
た。そして，これらの学校に対し，新たに漢
語教育の施行が開始されたのである。それは，

かつて清朝時代にウイグル人に対して強制的
に行われた漢語による漢語の教育とは異なる
形式をもつものであった。やがて，前章で取
り上げた漢族移民の増加という情勢や，教育
政策において打ち出された方針を背景とし
て，漢語教育の浸透が進み，次第に学校教育
における主要科目の一つとして定着していく
のである。本章では，このような漢語教育の
はじまりとその後の展開，その間の政策変容
のプロセスについて考察する。

1.  中華人民共和国成立当初の新疆における
学校教育の概況
中華人民共和国成立当初，新疆には南部を
中心に展開していた会立学校と，都市部を
中心とする公立学校があった。会立学校が，
1930年代に設立された「ウイグル文化促進
会」13）によって開設され，概ね新疆南部の農
村地域の教育を担っていたのに対し，公立学
校は政府主導の下で運営され，主に都市部に
おいて機能していた。また，北部のイリ，タ
ルバガタイ，アルタイの 3地区においては，
国民党政府に対する反乱のなかで 1944年に
イリで設立された政府によって，ソ連をモデ
ルとした独自の学校教育システムが形成さ
れていた14）（リズワン ･アブリミティ 2008: 
117-118）。

1950～ 51年に新疆省人民政府教育庁に
よってまとめられた報告書によれば，当時

13） 「ウイグル文化促進会」とは，1930年代に軍閥の盛世才の政権が成立した後，ソ連の影響下におけ
る特有の政策と体制の下で創立された組織である。この組織を軸として，ウイグル人の民族言語に
よる学校教育が従来にない飛躍的な発展を遂げ，その後の学校教育事業の基礎を築いた（リズワン・
アブリミティ 2008: 115-137）。「ウイグル文化促進会」の教育面における活動については，カシュ
ガルの具体的事例として，清水 2007: 68-72を参照。

14）1944年に盛世才が去った後の新疆省では，国民党による統治が確立された。しかしながらその政
治体制は安定せず，まもなくイリを中心とする地域で反乱が起こり，同年 11月にイリに臨時政府
が樹立された。この反乱は，勢力範囲となったイリ，タルバガタイ，アルタイの 3地区（＝三区）

に因んで，現代中国では「三区革命」と呼称される。ここで注目されるのは，先行研究において，
その特質としてソ連による影響の強さが指摘されていることである（Benson 1989: 39-41）。1945
年 1月，イリに成立した臨時政府は 9カ条からなる「政治綱領」を発表し，それに沿ってソ連をモ
デルとして教育の向上を図った。とくに教員の育成に対して最大限の努力が払われたことが，先行
研究によって明らかにされている（陳 1998: 52）。この時期，3地区における教育事業は迅速な発
展を達成したとされる（Säypidin Äzizi 1990: 395-396）。
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新疆には，最高学府に当たる新疆民族学院15）

のほか，公立・会立学校をあわせて中等学校
が 21校，生徒数が 8,559人，小学校が 1,629
校，生徒数が 283,845人，そして小学校の教
員の数は 8,511人であった。その中でウイグ
ル人をはじめとするテュルク系言語を使用
する民族の生徒・学生は，全体の 80％以上
を占めていた。小学校のうち，3分の 1以上
の 654校が南新疆を中心に開設された会立
学校であり，そのすべてがウイグル語を教
授言語とする学校であった（「新疆省教育庁
1950a: 2; 新疆省教育庁 1951a: 8; 新疆省教育
庁 1950b: 11; リズワン ･アブリミティ 2008:
117-118）。一方，イリ，タルバガタイ，ア
ルタイという北部地域には，小・中学校が
584校，在学者数が 57,569名あり，そのほ
かに，専門的人材を養成するための専科学校
と看護学校などが開設されていた（賽福鼎・
艾則孜 1996: 12）。
このように，中華人民共和国の成立当初，
新疆には農村部にいたるまで相当数の公立学
校・会立学校が存在するとともに，ウイグル
語による学校教育は主に会立学校と北部の学
校によって担われていた。そのスタイルは，
学校教育の普及を農村地域においても拡大す
るという，初等教育重視の特徴をもってい
たのである（リズワン ･アブリミティ 2008:
116-118）。
拙稿ですでに明らかにしたように，中華人
民共和国成立後，それ以前の新疆における教
育システム・施設をほぼそのまま引き継いだ
上でその再編が進められ，国民教育としての
新たな体制が整備されていった。この転換に

おいては，主に教育内容と管理システムと
いった内部構造の改変に力が注がれた。それ
は，愛国主義教育の重視を軸として，反動的
課目の取締り，国民党時代の教科書の禁止，
歴史・地理の授業内容の変更，宗教授業・宗
教学校の廃止などといった形で具現化され，
前時代から受け継がれた教育体制・教育制度
の改造が図られた（リズワン ･アブリミティ
2008: 115-137）。同時に，漢語科目の授業が
「民族学校」16）において実施されるようにな
り，この科目の授業による漢語の教育は「漢
語教学」などと呼称された17）。これは，清朝
の時代に強制的に行われた漢語による漢語・
漢文化の教育とは，性格を異にするもので
あったと言える。

2. 緩やかな漢語教育のはじまり
中華人民共和国成立後，新疆において漢語
教育の授業がはじめて「民族学校」のカリ
キュラムに組み込まれたのは，1950年に新
疆省人民政府によって出された「関於目前新
疆教育改革的指示」（当面の新疆教育改革に
関する指示―以下「指示」と呼称する）に
よる。その第 2項目には，次のように規定
されている。「すべての中学校と師範学校は，
外族語の選択科目を設けること，すなわち，
ウイグル語クラスは国語（＝漢語），もしく
はロシア語を選択し，漢語クラスはロシア語，
もしくはウイグル語を選択することである」
（新疆省人民政府 1950: 3-5）。
ここで注目されるのは，当該規定では明確
に漢語教育とは称されず，選択科目の「外族
語」18）としてスタートしたことであり，しか

15） 現在の新疆大学である。1924年に設立された新疆省立俄文法政専門学校がその前身である。その後，
新疆省立俄文法政学院（1930年），新疆学院（1935年）と名を改められ，1950年に新疆民族学院
と改名されるが，1954年に新疆学院に戻され，1960年に新疆大学となる（新疆教育年鑑編委会編
1991: 179-192;新疆教育年鑑編輯室編 1999: 17, 18, 20, 49, 61, 81）。

16） 前掲注 1を参照。
17） 当初は「漢語教学」と呼ばれていたが，1990年代からは，民族言語と漢語の両方ができる人材を

育成するという意味で「双語教学」と称され，バイリンガル教育という概念で捉えられている。し
かし，これらはいずれも内容としては，専ら「民族学校」の生徒に対して「漢語」を教えることを
目指す教育を意味することから，本稿では総体として「漢語教育」という言葉を用いている。
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もそれが漢語学校19）におけるウイグル語あ
るいはロシア語の科目の設置とパラレルな
形で開始されたことである。そもそも中華人
民共和国成立の時点ですでに相当規模で存在
し，新体制に引き継がれたウイグル人の自民
族語による学校教育システムは，1930年代
半ば以来のウイグル人自身による近代的な教
育活動を基盤としており，それは歴史的に遡
れば，かつて清末に強制的に施行された漢
語による漢語の教育に対する抵抗感と危機
感を背景として勃興・展開したと言われる，
1910・20年代における新方式の教育運動20）

と直接的なつながりをもっていた。このよう
な歴史的経緯を勘案するとき，新たに開始さ
れる漢語教育の実施において，制度面におけ
る緩やかな枠組が採られたのは自然な成り行
きであったとも感じられる（新疆省教育庁
1951b: 229）。
このように，中華人民共和国成立後，新疆
において民族言語・文字による学校教育の継
続が認められるとともに，「民族学校」にお
ける漢語教育が選択科目として位置付けられ
たのは，中央政府の方針に沿うものでもあっ
た。後の 1951年 9月に北京において開かれ
た第一回全国民族教育会議で少数民族教育方
針が定められ，その第 6項目には「少数民族
教育の言語（語文）問題」について「固有の
文字を有する民族，例えば，モンゴル，朝鮮，
ティベット，ウイグルなどは，学校の各科目
において，民族言語を用いて教授することを
必須とし，漢語教育に関しては，当地域の少
数民族の需要と，あくまでもその意思に基づ

いて，学校がそれを設ける。」と示されてい
る（中国教育年鑑編輯部編 1984: 396-397）。
また，翌年 2月に教育部によって出された
「関於兄弟民族応用何種言語教学的意見」（少
数民族がどのような言語を用いて教育を行う
べきかに関する意見）においても，「『共同綱
領』にしたがって少数民族学校では民族言語
に基づいて教育を行うべきである」として
「民族学校」における民族言語の優位性が強
調された（中国教育年鑑編輯部編 1984: 396-
397）。つまり，中央政府の基本方針は，少数
民族地域の学校教育において漢語教育を取り
入れるか否かはその民族の意思に委ねるとい
うことであった。
他方，新疆の実際の状況としても，建国当
初の段階では，ウイグル人を中心とする「民
族学校」において漢語教育を本格的な実施す
ることは，事実上難しいものがあったと推
測される。当時の新疆には，前述のように，
1930年代にソ連の影響下に設立された「ウ
イグル文化促進会」によって開設され，北部
においては「三区政府」の下でさらに発展さ
せられた，民族言語による膨大な学校教育シ
ステムがすでに存在していた。これらの学校
で一気に漢語教育を実施することは，財政的
にも人材的にも容易ではなく，また，教科書
の出版も大きな問題であった（新疆教育年鑑
編委会編 1991: 15-16）。こうした諸条件の
下で，中華人民共和国成立後の新疆における
漢語教育の実施は，緩やかな体制をもってス
タートしたものと考えられる。その後も漢語
教育の実施は中学校以上の学校に限られ，そ

18） ここで言う「外族語」とは，自民族言語以外の言葉，すなわち，他の民族の言語を指す。
19） 漢語学校とは，「民族学校」と対照的に漢語を教授言語とする，中国全土の統一された学校を指し，

主に漢族の児童・生徒が教育を受ける学校のことである。
20） トルコやロシアなど西方より導入された近代的な改革思想などの影響を受け，近代的な科目の自民

族語による授業という様式の学校が，ウイグル人の資本家や知識人の手によってカシュガルやトゥ
ルファンなど各地に次々と設立されたが，当時新疆省を独裁的に支配していた楊増新による弾圧を
受け，運動はいったん挫折した（新免 1990: 2-7）。清朝崩壊後新疆の権力を握り，清朝時代の政治
体制を大きく改変することなく自らの体制を維持した楊増新は，その「愚民化」政策により，ウイ
グル人の新方式教育に対して明確に否定的な姿勢で臨んだことが知られる（包爾漢 1984: 124; 張
大軍 1980: 2301-2302;陳慧生 1987: 53）。
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れも選択科目として扱われた。
それが 1950年代後半に入ると，1956年 7
月 2日から 16日にかけて開かれた「新疆維
吾爾自治区第二届中等教育会議」（新疆ウイ
グル自治区21）第二回中等教育会議）におい
て，「民族学校」における漢語教育の問題が
改めて審議され，漢語教育を小学校の段階に
引き下げて実施することが決定された。そし
て，各段階における漢語学習の目標が，数値
とともに具体的に示されたのである。会議報
告書には，その内容が次のように提示されて
いる。

　小学校は，ピンインを中心とする漢語教
育を実施する。しかし漢字の学習は行わな
い。ピンインをマスターした後，子どもの
年齢に適合した普通語22）を 20～30語覚え
ること。
　中学校は，小学校でマスターしたピンイ
ンを漢字の音声表記として利用し，週 4～
6時間，大体 2500前後の漢字を学ぶ。さ
らに，一般的な会話を身につけるとともに，
通俗的な書物を読める力と，漢字を用いて
簡単な意見を述べることのできる能力を身
につけること。
　高校は，さらに 2000字の漢字を学習す
る。それとともに一般的会話能力を身につ
け，一般的な漢語の科学技術用語を理解で
きるようになり，漢文で簡単な記述と，自
分の意見を表現できるようになること（新
疆維吾爾自治区教育庁 1956a: 227）。

この会議における結論として，「民族学校」
における漢語教育が急速に小学校の段階にま
で引き下げられ，かつ学習内容がここまで具
体化された背景には，自治区教育庁の意向が

垣間見られる。「第二回中等教育会議」が開
催される一カ月前の 1956年 6月 9日付けで
作成された「新疆維吾爾自治区教育工作発展
概況和当前存在問題的報告」（新疆ウイグル
自治区の教育事業の発展概況と当面の問題に
ついての報告）では，「民族小・中学校にお
ける漢語教育の問題」について言及された上
で，次のような提案が示されていた。

　以前，漢族中等学校において週 3時間の
ウイグル語を，民族中等学校において週 3
時間の漢語を学習することを定めた。しか
し，小学校には規定がなされていなかった。
現在新疆は和平的に解放されて既に 6年
余が経ち，社会情況も大きく変化した。と
くに蘭新（蘭州～ウルムチ）鉄道がまもな
く開通し，今後各民族の接触機会がますま
す増えてくる。さらに，多くの民族幹部と
学生が内地に行って勉強することも必要に
なってくる。したがって，漢語教育の問題
について再検討し，一致した見解の認識を
得るべきだと考えて，我々の初歩的意見を
以下に示す。
1. 中等学校の漢語授業の時間を，斟酌し
て増加させる。
2. 小学校でも漢語の授業を適宜設ける。
これによって中学校の漢語教育と繋げるこ
とができ，著しく効果をあげることも期待
される。
3. 民族学校において，漢語学習の目的を
明確に規定することを中央教育部に求め
る。また，漢語学習の教材についても検討
を願う（新疆維吾爾自治区教育庁 1956b:
ll9）。

この報告書は，自治区教育庁が「第二回中

21） 1955年 9月 13日に，全国人民代表大会常務委員会第 21回会議により，「新疆維吾爾自治区の成立，
新疆省の取り消しに関する決議」が通過し，1955年 10月 1日に新疆維吾爾自治区が成立した。ま
た，これにともない，それまでの新疆省教育庁は新疆ウイグル自治区教育庁となった（中共新疆維
吾爾自治区組織史資料編輯組編 1993: 15）。

22） 注 3を参照。
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等教育会議」の議題として掲げ，検討に付す
ために作成したものである。「第二回中等教
育会議」の報告書には，この問題が一つの議
題として大会で審議され，具体的な学習方針
が出されたことが記述されている（新疆維
吾爾自治区教育庁 1956a: 223）｡ 同教育庁は，
漢語教育を次第に増やしていく社会情況が
整ってきつつあることを理由にあげて，「民
族学校」における漢語教育の促進を提案した
ものの，自らの決定を控えて，「第二回中等
教育会議」における審議と中央教育部の指示
を求めたということであろう。結果的に自治
区教育庁の意向に沿う形で，漢語教育の増加
が「第二回中等教育会議」を通じてより具体
的に規定されるに至った。ここで注目される
のは，会議における決定に向けて影響を与え
たのが，同会議に出席したある政府要人の次
の発言であったとされることである。

これまでの民族学校における漢語教育
と，漢族学校におけるウイグル語教育の成
果を見ると，あまり好ましい情況ではない。
この責任は教育庁にある。なぜなら，我々
は科目だけを定め，明確化された学習目的
の要求に対して，指導要領もなければ，教
材もなかったからである。その後，直ちに
監督・調査をしておらず，経験と教訓の総
括も行っていなかった（新疆維吾爾自治区
教育庁 1956c: 221）。

この発言は，漢語教育がなかなか進まない現
状を取り上げ，問題の原因は，教育庁が具体
的な指導要領の作成などに着手してこなかっ
たことにあるとして，その責任を示唆するも
のであった。このような発言にどのような背
景があったのか，現在のところ明らかではな
いけれども，会議の席上，責任の所在が行政
側に向けられることで，ウイグル人をはじめ
とする民族の人々にとって，教育庁から示さ
れた漢語教育の促進に関する方針が円滑に受
容され易い雰囲気が醸成されたとも推測され

る。自治区教育庁による性急な決定が避けら
れ，「第二回中等教育会議」の審議に委ねら
れたことも，このような文脈との関連におい
て理解することができるかもしれない。
他方，当時の行政側の報告書からは，漢語
教育が期待されるように進まない要因の一つ
として，学校現場において積極的に取り組ま
れた形跡が薄いという点も窺われるのであ
る。上記の発言においては，この問題につい
てその責任の所在が行政側に向けられたけれ
ども，実情としては，当時「民族学校」の教
師たちは，漢語教育はもちろんのこと，当時
の中国において採用されていた方式に基づく
教授法の要請に対しても，部分的にある種の
抵抗感を示していたとされる。1951年の報
告書には，その実態について，

我が省における小学校教師の素質が低く，
祖国の歴史・地理に対する知識が乏しい。
数学の基本原理を理解しておらず，それ
を指摘すると，「それは漢人の計算法であ
り，我々が学んでいるのはソ連式計算法で
ある」と強弁する（新疆省教育庁 1951b: 
231）。

とあり，ウイグル人教師たちの中国に対する
知識の乏しさについて教師としての素質に問
題があるとみなされ，ソ連をモデルにした教
授法の実践を基本的な知識の欠如として批判
されている。
そもそも中華人民共和国が成立した直後の
この段階においては，ウイグル語を主とする
「民族学校」は教材不足に悩んでおり，この
問題を解消するために，ソ連領中央アジアで
新疆向けに編集・出版された教科書の輸入に
頼っていた。「民族学校」の教科書が新疆で
編集・翻訳・出版されるようになったのは，
50年代後半のことである23）。また，前述の
ように，とくに新疆北部においては中華民国
期からソ連の教育方式の影響が強かったと考
えられる。上記の報告書における見解には，
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このように当時ソ連領中央アジアから輸入さ
れ，「民族学校」で用いられていた教科書と
その教授法に対する行政側の理解不足と，当
時の中国における教授法の伝授に対する教師
たちのある種の躊躇感の存在が，浮き彫りに
なっていると言えよう24）。
しかし，「第二回中等教育会議」で教育庁
により提案された漢語教育の増強の方針案
と，その審議の通過に影響を与えたとされる
政府要人の発言においては，上記のような問
題には触れられることなく，社会変化の要請
にともなって漢語教育の強化が必要であるこ
と，その対応に遅れをとった責任は教育庁に
あることが指摘された上で，漢語教育の更な
る推進が促されたということである。このよ
うな経緯を経て，その後の漢語教育の展開は，
ウイグル人社会や学校教育現場における実態
とはやや隔たりを見せながら，精力的に進め
られていくことになる。

3. 漢語教育の再開
1960年代に入ると，1960年 8月 25日に
新疆ウイグル自治区教育庁によって新たに
「関於改進和提高民族中学漢語教学工作的通
知」（民族中学校における漢語教育の改善と
向上に関する通知）が出され，そこにおいて
「少数民族の生徒は，小・中学校の段階から
漢語の学習を通じて，大学に進学した後に，
直接漢語を用いた授業のレッスンとノートの
記録ができるようになる，という目標を達成
し，就職して社会人になってからも，通訳な
しで聞く，話す，読む，書く能力が備わって

いること」が要求され，「漢語は民族中学校
の主な科目の一つである」ことが強調され
た。そして，改めて新疆全域の「民族小学
校」において，小学校 3年から漢語科目の設
置が求められたのである（新疆維吾爾自治区
地方志編纂委員会 2000a: 640）；（新疆教育年
鑑編委会編 1991: 84）。そのために，漢族の
漢語教師の養成が初めて計画された。1962
年より北京，天津，南京，江蘇などの地域
から高校卒業生が募集され，1～ 2年間のウ
イグル語学習の後，漢語教師に任用された。
1963年だけで 960名を募集したという（黄
1997: 194;楊 1991: 27;『新疆維吾爾自治区地
方志編纂委員会 2000b: 602）。また，1964～
65年の 2回にわたって 80名の小学校卒業生
（ウイグル人など）が，北京の中央民族学院
の付属中学校に派遣された（新疆維吾爾自治
区地方志編纂委員会 2000a: 641）。こうして
漢語教育は，「民族学校」のカリキュラムに
おいて次第に重要視される科目の一つになっ
たのである。この時点をもって，「民族中学
校」における漢語教育が初めて選択科目から
必修科目へと転換され，同時に漢語学校に設
けられていたウイグル語の選択科目が停止と
なった（新疆維吾爾自治区地方志編纂委員会
2000a: 640）。
しかし，上記の目標基準については，容易
に達成されうる内容ではなかったのではない
かという見解もある。このような自治区教育
庁による高めの目標基準の設定と，従来にも
増して積極的な漢語教育促進策の提起という
動向には，当時の政治的状況と連関する面が

23） 当時新疆のウイグル語やカザフ語の学校では，概ねソ連領中央アジアのタシケントとアルマアタで
出版された教科書に頼っていた。1951年の報告書によれば，同年ソ連から購入された民族文字（ウ
イグル文字とカザフ文字）による小・中学校各科目の教科書は 1,034,028冊に上ったという。新疆
教育出版社が設立されたのは 1956年のことであり，当時，ソ連から専門家を招いて教材の編集，
翻訳，出版などの指導に当たらせたといわれる（新疆省教育庁 1951a: 15; 新疆教育年鑑編委会編
1991: 15-16）。

24） 「祖国の歴史・地理に対する知識が乏しい」ことに関連して，政府の別の報告書においては，中華
民国期における特有の民族問題を背景として，ウイグル学校の教師と生徒が，祖国に対してあいま
いな認識しかなく，また，漢族に対しては偏った意識をもっていることが指摘され，その克服が課
題とされている（新疆省教育庁 1954: 200）。
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見られるのではないかと推察される。この 2
年前の 1958年春，「反地方民族主義」運動25）

が発動され，新疆ウイグル自治区の全域に広
がりを見せた。そのなかで学校教育において
は，旧政権の時代から教育を担ってきた教員
が批判の対象となり，多くのベテラン教員が
学校の現場から排除されたという26）。もう一
つ教育面で注目される動きとしては，「各民
族幹部の間で互いの言語を学習する活動を展
開し，教師を招聘して言語学習グループを作
ろう」という上からの呼びかけにより，各分
野で一時的に急激な漢語学習ブームが引き起
こされたといわれることが挙げられる。たと
えば，1958年 4月にカシュガル地区で開か
れた「文教群英会」において「民族主義思想
を排除し，漢語・漢文の学習を盛り上げよう」
という提案が出され，カシュガル地区全域で
大衆的な漢語・漢文学習が俄かに盛んになっ
たとされる（新疆維吾爾自治区地方志編纂委
員会 2000a: 628-629）27）。このような政治的・
社会的背景を考慮すると，前述の 1960年に
おける漢語教育の推進策は，58年より展開
された運動の高揚とそれにともなう漢語学習
ブームの盛り上がりといった一連の流れの延
長線上に位置づける理解も可能かもしれない。
しかし，1956年以来の漢語教育の推進策
は，結果的に，主に都市部における実施にと
どまり，ウイグル人社会全体に浸透するまで
には至っていなかった形跡がある。とくに，
「民族小学校」における漢語の科目は，必ず
しも全面的に開設されたかどうか定かでな
く，また，開設されていたとしても十分には
機能していなかったのではないかと推測され
るのである。これは，前述の 1960年におけ
る教育庁の「通知」において，改めて小学校

3年から漢語教育の実施が求められたことか
らも，逆に窺われる点である。実は，このよ
うな情況は，1970年代後半頃になっても続
いていた可能性がある。80年代初頭の漢語
教育に関する政府への報告等においては，多
くの学校，とくに小学校ではいまだに漢語の
科目が開設されていないことや，名目的にの
み設定されていることが指摘され，都会以外
のほとんどの小学校では実質的には漢語教育
が実施されていなかったことが明らかにされ
ている（巴岱 1982: 3-6; 王振本，梁偉 1997: 
54）。1990年代後半まで教育行政に携わって
いた人物に対する筆者の聞き取り（2008年
秋）によれば，

私は 1980年代はじめに，カシュガルと
ホータンなど南新疆の教育情況を視察し
た。その時は，農村地域における多くの民
族学校では，実施されているはずの漢語教
育が事実上名目的なものであった。漢語の
科目が開設されていた学校においても，そ
れは形式的なものに過ぎなかった。例えば，
ホータンのある小学校を訪れた際に，その
学校が漢語教育を実施しているということ
で授業を見学した。しかし，担当の教員は
片言の漢語しか話せず，教えていた漢字も
文法も間違っていた。後になって分かった
ことだが，この教員はもともと主婦で，少
し漢語ができるということで学校により駆
り出された臨時教員であった。

とあり，そのことが裏付けられる。
1960年代後半からの文化大革命の時期を
経て，「民族学校」において漢語教育の実施
が政策的に改めて打ち出されていくのは，

25） 毛里 1998: 103-107を参照。1958年 4月 30日付『新疆日報』によれば，4月 28日に「反対地方民
族主義」を議題とした自治区共産党委員会拡大会議が開催されたと言われる。

26） 当時ウルムチ市天山区の教育科長を務めた人物によれば，上層部からの指示で，3％の教員が政治
思想に「問題あり」として批判の対象とされ，1％の教員が処分されるということであったが，実
際には 30％のベテラン教員が処分されたという。

27） 並行して，漢族の間における少数民族語の学習を奨励する動きも存在した。たとえば，『新疆日報』
1958年 6月 7日付「民族語文学習也要大躍進」（（漢族による）少数民族語の学習も大躍進する）。
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1977年以降のことである。文化大革命期間
中は学制が混乱し，1973年までは全国的に
も一貫したものではなかったからである。
1977年 12月 15日，中央教育部から下され
た『全日制十年制中小学教育計画試行草案』
（全日制十年制小中学校の教育計画の試行草
案）によって全国的に統一された新しい学制
が確定され，学校教育がようやく軌道に乗り
始めた。これを受けて同年 9月に開かれた全
国外国語教育会議で，小学校 3年から外国語
教育の導入が決定され，小学校において外国
語科目の設置が規定された。こうした全国レ
ベルでの動向を契機として新疆ウイグル自治
区では，改めて漢語小学校において実施され
る外国語教育と対置される形で，「民族小学
校」の 3年から漢語教育を実施するよう規
定された（新疆教育年鑑編委会編 1991: 32-
33）。当時自治区教育庁によって，「民族学校
においては小学校 3年から漢語の科目を開設
して漢語教育を強化し，漢語学校においては
小学校 3年から外国語の科目を開設して，外
国語教育を強化する」と，「民族小学校」に
おける漢語教育の再スタートが表明された
（新疆維吾爾自治区地方志編纂委員会 2000a:
641）。その後，漢語小学校における外国語
教育は，いまだ条件が整っていないという理
由で停止された28）が，「民族小学校」におけ
る漢語教育はそのまま継続されることになっ
た（中国教育年鑑編輯部編 1984: 123-146）。
ただし，学校における実際的な状況としては，
条件の整った重点学校で先に実施し，その他
の学校では条件に応じて次第に実施するとい
う形態になったと言われる。2008年秋に筆
者のインタビューに応じたある小学校の元教
員は，自分自身の体験を交えて，当時の情況
について次のように語っている。

　私は 1977年にウルムチ市内の民族小学
校に漢語教員として配置された。当時この
学校では漢語の科目は実質的に存在したも
のの，語文（＝ウイグル語）や算数，社会
といった科目のように重要視されることは
なかった。そのため，私は漢語の科目や教
員の待遇をめぐって常に校長に不満を言っ
ていた。授業はウイグル語で教え，1人の
教員が 4クラスを担当していた。しかし，
80年代後半から情況が徐々に変わり，90
年代になると漢語科目に対する重視が他の
科目と逆転した。今度は校長に負担が重
過ぎると文句を言っていたことを覚えて
いる。

このインタビューに応じた教員が定年退職ま
で勤めていた小学校は，歴史ある名門小学校
で，都市部における重点小学校でもあった。
このような都市部の比較的条件の整った小学
校においてさえ，少なくとも 80年代半ばま
では漢語の科目が優先的に重要視された形跡
がないということを勘案すれば，農村部の小
学校における漢語教育の実質的な実施状況が
どの程度のものであったか，想像に難くない。
このように漢語教育が 1970年代後半に至
るまで，民族学校全体において実体として十
分に機能していたかどうか定かとは言えない
状況にあった理由はどこにあるのか，行政側
から考えられる要因の一端について以下の 3
点を指摘しておきたい。

1. 前述のように，建国当初，ウイグル語
を主とする「民族学校」の教材不足を解消す
るために，ソ連からの輸入に頼っていた教科
書について，それらを自ら編集・翻訳・出版
することができるようになったのは 50年代
後半のことであり，それまでは事実上漢語
教育を推進できるような条件が整っていな

28） 中国共産党第11期3中総会以降，教育部によって新しい『全日制5年制小学校教学計画（修訂草案）』
が出された。これに基づいて小学校からの外国語は，まだ条件が整っていないため，効果があまり
挙がらないという理由で停止された（中国教育年鑑編輯部編 1984: 15-16）。
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かったと考えられる（新疆教育年鑑編委会編
1991: 15-16）。

2. 1960年になってからは，50年代後半に
行われた「文字改革」29）によって，それまで
使用されていたアラビア文字が廃棄され，新
しく創案されたラテン文字形式の新ウイグル
文字・新カザフ文字の使用が本格的に「民族
学校」で実施されるようになった。学校は新
文字の教育を集中的に行う場として，小学校
1年から，旧文字から新文字に全面的に切り
替えられた。しかし，低学年と高学年におけ
る新旧文字使用の違い，科目や教科書による
新旧文字使用の違い，さらに出版物等におけ
る混乱によって，漢語教育の実現に至る余裕
が生まれなかった（新疆維吾爾自治区地方志
編纂委員会 2000a: 520-534）。

3. 1960年代の後半から 1970年代の後半に
かけての学校教育は，文化大革命という社会
動乱に巻き込まれ，1969年まで正規の学校
教育はほとんど行われていなかった。
以上述べてきた建国直後から 1970年代ま
での状況を整理して提示すると，次のように
なる。新疆においては 1950年代から「民族
学校」における漢語教育の実施が政策面で開
始され，その促進を図って段階的に漢語教育
の目標基準と教育内容が制定された。このよ
うに中華人民共和国成立後の早い時期より漢
語教育が開始されたことは，その後の展開を
考えるとき，象徴的な意味合いをもつ出来事
であったと言える。当初は，漢語学校におけ
る「外族語」学習とパラレルな形で，教育現
場の意思に基づく選択科目としてスタートし
た漢語教育は，1950年代後半以降，小学校
の段階に引き下げて実施する方針が打ち出さ
れるなど，その後促進と浸透が図られた。た

だし，実際の局面においては，学校教育をめ
ぐるさまざまな諸条件の制約の下，ウイグル
人社会や「民族学校」における諸条件が十分
に適合的な状況には至っていなかったと推測
されることも相俟って，1970年代までは必
ずしも「民族学校」全体において機能すると
いう段階にはなかったと思われる。

Ⅳ．漢語教育の強化

本章では，漢語教育の大きな転換期として，
1980年代初期に打ち出された漢語教育の強
化に関する政策とその理念，そして政策の実
施情況について検討し，さらにこうした一連
の動向の背景の解明を試みる。

1. 「民漢兼通」理念の提案
1980年代に入ると，「民族学校」における
漢語教育の強化が政策課題として強調される
ようになる。その重要性を最初に提唱したの
は，当時の自治区人民政府副主席の任にあっ
たバダイ（巴岱）であった。バダイは当時の
教育担当の副主席として，1982年 12月 6日
に新疆ウイグル自治区共産党委員会と，党委
員会書記であった王恩茂に対し，「対加強民
族学校漢語教学的建議」（民族学校における
漢語教育の強化についての提議）を提案した
のである（巴岱 1982: 3-6）。
この提案の冒頭においてバダイは，「現在，
民族教育の資質を高めるためにしなければな
らないことは山ほどあるが，まず第一に，民
族学校における漢語教育の強化がそのキーポ
イントである」と述べて，漢語教育を強化す
ることが「民族学校」の教育の資質を向上さ
せる最も有効な措置の一つであることを強調

29）1958年，国家の政策に基づき，少数民族に対する「文字改革」 の一環として，従来のアラビア文
字表記によるウイグル語文字を，漢語ピンインを規準に新たに作成されたローマ字表記の文字体系
に変更することが決定された。この「新文字」は，1964年に国務院の「批准」により正式に承認
され，同年学校教育においても正式に使用された。しかし，この文字改革は，世代間の文通ができ
なくなる，古典文学を読めなくなる，といったような様々な混乱と弊害を引き起こすことになる（新
疆維吾爾自治区地方志編纂委員会 2000a: 494-538）。
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し，本提案の立場を明確にした（巴岱 1982:
3-6）。そして，本建議を提案するに至った背
景について，これまでの「民族学校」におけ
る漢語教育の進展が必ずしも期待されるよう
には実現されておらず，達成すべきレベルに
は到底達していないことを指摘した上で，こ
のような結果をもたらした要因について示し
ている。そこで最も強調されているのは，漢
語教育の基本方針とその目標に対する認識が
極めて不明確であることと，行政指導が一元
化されておらず，対策が不充分であることで
あった。また，それとあわせて，教育現場に
おける問題として，漢語教育が軽視されてい
ることや，専門的知識を有する教員と実際の
需要に見合った教材が不足していること，そ
して体系的な教育システムが欠如しているこ
と，などの点についても言及されている（巴
岱 1982: 3-6）。このような背景を踏まえて，
本提案においては，今後の「民族学校」にお
ける漢語教育の強化について，これまでの漢
語教育の方針を改める形で，「民漢兼通」と
いう理念を基本方針とする新たな漢語教育の
あり方が提議された。その要点は，以下の通
りである（項目区分や項目番号は本稿筆者に
よる）。
（1）我が自治区の実情を考慮し，「民漢兼
通」という理念を民族学校における漢語教育
の基本方針とする。この目標を実現するため
に，条件の整った学校では，10年以内に漢
語の基礎を身につけるという目標を設ける。
（2）長期的に計画し，1985年までに県鎮
以上の民族小・中学校において，1990年ま
でには県鎮以下の全日制小・中学校におい
て，漢語科目を開設し，小学校 4年から漢語
の科目を設置する。
（3）教員養成については，教育庁が漢語教
員の定員を増やし，研修計画を立てることを
求む。1983年から各師範学校・大学におい
て漢語教員養成コースを設け，専門的に漢語
教育の研修を行う。
（4）教育指導要領と教材に関しては，現行

の指導要領を適切に修正し，教材と参考書の
編纂を行う。新疆教育出版社において漢語教
材編集室を設置し，定員を配置してその編集
を担当する。
（5）漢語の地位を高めるために，教科の中
で漢語を主要な科目とし，次第に進学する際
の受験科目の一つにする。
（6）漢語学校で教育を受けている少数民族
の子どもたちには，自民族言語の科目を開設
する。
（7）大学などの高等教育機関において，継
続的に漢語教育に力を入れる。
（8）漢語教育に対する教育行政部門の認識
を一元的なものにして指導力を強化し，問題
解決に努める（巴岱 1982: 3-6）。
この提案で提示された「民漢兼通」理念と
は，「民族学校」における漢語の受容の推進
を単純に意味するものではなく，「民族学校」
における漢語教育の促進を通じて，最終的に
は自民族言語を基礎としながらも，同時に漢
語ができるような次世代の養成を目指すも
のであった。その主張は，「漢語（文）がで
きなければ，少数民族の経済，科学，文化な
どの発展に負の影響を与える」という点から
漢語学習の必要性に対する認識を表すととも
に，「民族言語（文）ができなければ，自民
族のために役に立つことができず，その民族
の伝統文化を継承し，発展させることもでき
ない，したがって自民族の人々から歓迎され
ない。」というような民族の言語・文化を重
視する観点を同時に含むものであり，「民漢
兼通こそが，社会主義現代化建設の需要に符
合し，少数民族の利益と願望にかなう」理念
であると強調された（巴岱 1982: 3-6）。この
ような「民漢兼通」理念の特質は，「民族学校」
における漢語教育の強化と同時に，上記（6）
にあるように，漢語学校に通学する漢族以外
の諸民族の子弟に対する民族言語科目の開設
の提案が掲げられていることにも反映されて
いる。
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2. 「民漢兼通」理念に基づく漢語教育の展開
1984年 1月，バダイによって提案された

「民族学校における漢語教育の強化について
の提議」を受けて，「印発巴岱同志『対加強
民族学校漢語教学的建議』的通知」（新党発
〔1984〕3号）（バダイ同志の「民族学校にお
ける漢語教育の強化についての提議」の配布
に関する通知＝以下「通知」と略称）が新疆
ウイグル自治区共産党委員会によって出さ
れ，バダイの提案に対する全面的な支持とそ
の実行の指示が表明された。そこではとくに，
漢語教育の教材の問題と教員不足の問題を解
決すること，具体的には，1984年から新疆
の各大学に漢語教育専攻のコースを設けて，
漢語学校からの高校卒業生を募集し，大学卒
業後に「民族学校」の漢語の教員として採用
することが，自治区教育庁に対し求められて
いる（中国共産党新疆維吾爾自治区委員会文
件 1984: 1-2）。
これを受けて，自治区教育庁により，バダ
イの提案に基づいた新たな漢語教育の基本
方針が策定され，「1995年までに自治区の都
市，鎮以上の民族高校を卒業した大部分の
卒業生は「民漢兼通」のレベルにまで達す
る」という目標が立てられた（新疆維吾爾自
治区人民政府 1984: 7）。この間の経緯につい
ては，2008年秋に筆者が聞き取りを行った，
前述の教育行政に従事した人物によれば，前
述の「通知」を受けて，自治区教育庁で今後
の実施に関する会議が開かれたという。当該
会議では，バダイが提議した「民漢兼通」理
念に基づいて，新たな漢語教育の基本方針が
策定され，今後この基本方針をいかに推進し
ていくかということについて議論された。そ
の中で，「民族学校」の生徒たちが高校を卒
業するまでに「民漢兼通」のレベルに達する
という状況を 10年以内に実現する，という
ことが目標として掲げられることになったと
いう。

1984年 12月，自治区教育庁から各地区，
州，市，県の教育局宛てに「関於貫徹自治区

党委（84）3号文件的幾点意見」（自治区党
委員会（84）3号通知の貫徹に関する意見＝
以下「意見」と呼称）が出され，上記の自治
区共産党委員会の「通知」を全面的に押し広
める形で，今後の漢語教育の強化に関する基
本方針が打ち出された。その内容の主な要点
は以下の通りである（項目区分や項目番号は
本稿筆者による）。
（1）漢語教育に対する認識を高め，その指
導に力を入れる。民族学校において漢語教育
を主要科目の一つにし，学校教育の中で最も
重要な教学の一環として位置付ける。漢語教
育を光栄たる事業とし，如何なる軽視も正さ
なければならない。
（2）我が自治区の実際の情況に基づき，民
族学校においては「民漢兼通」を漢語教育の
基本方針とする。
（3）この目標を達成するために，現行の指
導要領を適切に修正し，自治区教育庁はこれ
まで様々な理由から漢語の授業を開設できな
かった小学校において環境を整えた上で，87
年までにすべての民族小学校において漢語の
授業を開設する。
（4）有効な措置をとって漢語教員の養成を
行う。
（5）教材の作成に力を入れ，質の高い漢語
教育の教材を編纂して出版する。
（6）厳格な試験制度を実施し，1982年か
ら漢語を大学などの高等教育機関への受験科
目の一つとしてその点数配分を次第に大きく
する。また，漢語科目の成績を進学と留年の
基準の一つにし，その点数を主要科目の成績
として記録する。
（7）漢語学校で教育を受けている少数民
族の子どもたちのために，自民族言語の科目
を開設する。（新疆維吾爾自治区教育庁文件
1984: 9-16）
この方針は，その内容からも確認できるよ
うに，基本的に前掲のバダイの提案を基に策
定されており，大幅な増減は見られない。ま
た，このなかには，バダイが新しく提議し
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た「漢語学校で教育を受けている少数民族の
子どもたちのために，自民族言語の科目を開
設する」ことも盛り込まれるとともに，少数
民族が集中している地域において，漢族幹部
の当該地域における少数民族言語の習得も提
唱されている（新疆維吾爾自治区教育庁文件
1984: 9-16）。その一方で，漢語教育の目的
とその位置付けという，核心となる部分の捉
え方において，民族語と漢語の両方の運用能
力の達成を目指す「民漢兼通」理念に立脚し
た巴岱の建議の内容とは，部分的にニュアン
スとして微妙にずれた色彩を帯びているとい
う印象も受ける。このことは，とくに「民族
学校」における漢語教育・漢語教科の地位向
上に向けて相当に思い切った施策が打ち出さ
れている点（たとえば上記の（1）・（6））に
表れているように思われる。
このような「意見」の傾向性は，上記の

「通知」の内容とつながりがあると考えられ
る。「通知」の冒頭には，「漢語は我が国の主
体となる言語である。民族学校における漢語
教育を強化し，「民漢兼通」を実現すること
は，民族教育の発展と少数民族教育のレベル
アップ，そして，民族団結に重要な意義を有
するものである。」と記されており，漢語の
中国における特別な優位性に関わる，改めて
の位置付けと，漢語教育のもつ政治的な側面
における意義の重要性が強調されていた。ま
た，各級の党委員会に対して，「漢語教育の
強化を少数民族人材養成にとっての一大重要
事項として力を入れ」，これまでの「漢語教
育を軽視する傾向を克服しなければならな
い」と，漢語教育の地位向上の必要性が示さ
れている。その一方で，バダイの提案に含ま
れていた「漢語学校に通学する少数民族の子
弟に対する民族言語科目の開設」については
言及されていない（中国共産党新疆維吾爾自
治区委員会文件 1984: 1-2）。すなわち，「通知」
においては，「民漢兼通」理念に基づいた漢
語教育促進という提案を受け，そのなかでと
くに漢語教育のさらなる位置付けと漢語教育

促進の重要性の強調という点に軸足が置かれ
ている印象がある。そして，このような傾向
が自治区教育庁により策定された「意見」に
も反映されたと想像されるのである。
以上のような背景の下，その後，前述の「意
見」における基本方針を 10年間かけて達成
するという目標を実現するために，自治区教
育庁により，次第に以下のような施策が行わ
れた。
（1）各地区，州，市，県の教育部門におい
て「民族学校」における漢語教育の担当部署
を設置した。
（2）「民族学校」において漢語の授業を主
要科目の一つにし，1984年から 2年かけて，
合計で 7冊の小学・中学・高等学校の漢語教
材を編集し，指導要領を編成した。さらに，
学校によってまちまちだった漢語教育の開始
を小学校 4年から 3年に引き下げた。
（3）漢語教師を増員した。1984年に新疆
全域の「民族中学校」における漢語の教師は
1,516人であったが，次第に 2,846名に増加
した。
（4）新たに漢語教育の指導要領が編成さ
れ，そこにおいては，高校卒業までの漢語レ
ベルが，2,500～3,000字の漢字と，4,500～
5,000の熟語を覚え，漢語中学校 2年のレベ
ルに達すること，大学進学後は，直接漢語で
授業を受けられるようになることが目標とさ
れた。
（5）指導要領における目標を達成するため
に，「民族学校」における漢語の授業を週 4
時間から週 5時間に増枠した。
そして，「民族学校」における漢語教育に
根本的な変化をもたらしたのは，小学校から
中学校へ，中学校から高校へ，高校から大学
へ進学する際に，漢語が必須試験科目の一つ
とされたことである。とくに，すでに 1982
年から大学への受験科目として加えられてい
た漢語の点数配分を次第に大きくしていった
ことが変化の軸となった（新疆教育年鑑編委
会編 1991: 84-85；新疆維吾爾自治区教育委
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員会文件 1987: 17-20;（新疆維吾爾自治区地
方志編纂委員会 2000a: 649）。
ここで興味深いのは，民族言語を基軸とし
つつ漢語の運用能力を高めるという「民漢兼
通」理念に基づいた漢語教育促進の方針を策
定する際に，この「民漢兼通」というのが具
体的に 2言語運用におけるどのような様態，
どのような運用レベルを指す概念なのか，何
を基準にしてそれを判断するのか，などと
いった理論的な側面について厳密に根拠を定
め，その根拠に基づいた方法論に依拠して体
系的にカリキュラムやメソッドについて検討
されたかどうかという点が，定かではないこ
とである。前述の教育行政の元従事者によれ
ば，当時の情況について，前述「通知」を受
けて開かれた自治区教育委員会の会議におい
て，基本方針の策定と，その内容の実施方法
に関する検討段階に入った際，「通知」の精
神をいかに具現化するかということに議論の
力点が置かれたという。このようなプロセス
を勘案すれば，新たな漢語教育の促進は，基
本理念に依拠したセオリー面での吟味・検討
が十分に行われることなく，プラクティカル
な面における方針と方策が策定され，実行に
移されたという可能性も考えられる。

3. 「民漢兼通」理念登場の背景
それでは，翻って，バダイの建議により「民
漢兼通」という理念に基づいて新たに漢語教
育の強化が提案された背景には，どのような
事情があったのであろうか。

1978年 12月，中国において「歴史的転換」
とも言われる「3中全会」（中国共産党第 11
期中央委員会第 3回総会）が開催され，「改
革・開放」路線が進められた。これにともな
い，文化大革命の時代に事実上消滅していた
民族政策が，1980年代になって復活させら
れたのである。1981年夏，中国共産党中央
書記処において，新疆問題についての討論会
が開かれ，そのなかで，次の 3点が強調され
た。第 1点は，それまでの民族問題において

重大な過誤を起こしたことに対する反省と教
訓であり，第 2点は，新疆の安定の重要性と，
それを維持するための「民族団結」の強化，
そして第 3点は，漢族幹部と少数民族幹部の
相互理解・尊重の促進と，民族関係に関する
問題の解決に対する慎重な配慮，などであっ
た（中共中央統戦部 1991: 24）。
このような情況下，1985年 9月に新疆ウ
イグル自治区が成立して 30周年を迎えた。
その記念幹部大会において演説を行った当時
の自治区党委員会書記の王恩茂は，民族政策
について次のように述べている。「我々は党
の民族政策を正確に貫徹し，少数民族幹部の
養成と抜擢に力を入れなければならない。少
数民族の言語・文字と風俗習慣を尊重し，党
の少数民族に対する宗教信仰の自由という政
策を正確に貫徹して執行しなければならな
い。」（新疆維吾爾自治区地方志編纂委員会
1986: 9）この演説は，当時の民族政策の転
換を明確に示すものであった。それにともな
い，1980年代以降，ウイグル人の文化のあ
り方にかつてない新たな様相が出現し，知識
人のみならず政府や大衆レベルをも巻き込む
形で展開を見せた（新免康 2003: 498）。そこ
ではとくに，民族文化の復興に力が入れられ
た。このような政策転換とその影響の一環と
して，それまでいわば放任状態にあった「民
族学校」が次第に軌道に乗り，正規の授業が
行われるようになった。しかし，「民族学校」
の教育環境・状況が必ずしも芳しいものでな
いことも同時に明らかになった。
このような民族政策の変化という動向を背
景として，当時自治区人民政府教育担当の副
主席であったバダイは，政府要員という立場
から新疆全域を視察し，「民族学校」の実態
について詳細な調査に乗り出した｡ バダイに
よると，当該調査は 1979年から 1984年に
かけて農村地域や牧畜区を中心に，地域社会
に深く入り込んで行われたという。その際，
多くの教育関係者からそれぞれの地域におけ
る「民族学校」の情況について報告を受け，
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学校を訪れて授業を参観し，また，教職員と
座談会形式で意見交換を行い，さらに，教育
行政の管理職を務めている幹部らと詳細な討
議と検討を行いながら，調査が進められたと
いう（浩・巴岱 1989: 39）。
バダイはこの調査において，当時の「民族
学校」が抱えていた問題に直面することと
なったと考えられる。
一つは，バダイ自身が明らかにしているよ
うに，漢語学校で教育を受けたウイグル人子
弟の自民族言語の運用能力が劣悪なものにな
り，親子間での意思疎通すらできなくなった
という問題であった（浩・巴岱 1997: 225）。
バダイの提議において，漢語学校に就学した
生徒に対して自民族語の教育が提案されてい
ることが，このような問題に関する認識に立
脚していることは疑いない。
そもそもウイグル人が主体的に子どもを漢
語学校に入れ始めたのは，1950年代後半か
ら 60年代初頭にかけてのことであった。前
述したように，1958年の春から発動された
「反地方民族主義運動」は，新疆ウイグル自
治区の全域に広がり，各分野において一時的
に急激な漢語学習ブームが引き起こされた。
それにともない，当時，多くの「民族学校」
と漢語学校が合併されたという（新疆教育年
鑑編委会編 1991: 78）。その際に都市部の一
部のウイグル人が，子女を小学校の段階から
漢語学校に就学させて教育を受けさせたので
ある｡ その数は年を追うごとに増加していっ
たと言われる（新疆維吾爾自治区地方志編纂
委員会 2000a: 642）。これらの子どもたちは，
後に「民考漢」と呼ばれた。それは，「幼少
時より漢語学校に入り，漢語を用い，漢族の
子どもたちと同様に大学入試を受験する子ど
もたちを指す呼称であった」（地木拉提・奥
万爾 1998: 19-25）。ところが，十数年後これ

らの子どもたちが高校を卒業し，大学・専門
学校への進学や就職などの理由で家を離れる
ことになると，ウイグル語しか書けない親と
漢語しか書けない子の間で文通ができなくな
り，相互に意思疎通が取れない状態になった。
ここに及んで，自民族の言語・文字を知らな
い子どもたちが抱える深刻な問題に気付いた
親や社会に，大きな衝撃と反省が生まれ30），
そのことを契機として，漢語学校で教育を受
けるウイグル人の子どもは急速に減少したと
いう（巴岱 1982: 4）。
このことについては，バダイによって提案
された「対加強民族学校漢語教学的建議」（民
族学校における漢語教育の強化についての提
議）のなかで，「民漢兼通」理念に基づいた
「民族学校」における漢語教育の強化が提案
されるに至った，注目に値する背景の一つと
して，次のように指摘されている。

過去において多くの少数民族の児童が小学
校の段階から漢語学校に入学し，勉強し
た。しかし，これらの子どもたちは，大学，
短大，専門学校などを卒業すると，自民族
の言語や文字の運用能力が劣悪なものにな
り，自民族のために役に立つことができな
くなった。こうした問題に対して，家長（＝
親・保護者）や社会から極めて厳しい批判
的な意見が出た。そのため，現在では小学
校の段階から直接的に漢語学校に入学する
少数民族の子弟が大幅に減少している（巴
岱 1982: 4）。

この指摘通り，当時漢語学校に通っていた多
くの子どもたちが親と円滑にウイグル語での
意思疎通ができなくなっていたことは間違
いない。たとえば，1998年に筆者のインタ
ビューに応じてくれたウルムチの大学の元教

30） 当時，どの程度の人数の子どもたちが漢語学校で教育を受けたのかは，統計データが欠けているた
め，具体的な数字は不明である。ただし，このような状況がかなり見られたことは間違いない。筆
者の 1999年の調査によれば，1960・70年代のウルムチ市における漢語学校入学者については，少
なくとも 1クラスに 5・6名のウイグル人とカザフ人の生徒が在籍していたという。
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授 A氏は，次の事実を明らかにしている。 
A氏の娘は幼少時より漢語幼稚園に入園し，
そのまま漢語学校に進んだ。しかし，そのこ
とにより，漢語を解さない母親と会話がまと
もにできないところまで事態が進展したので
あった。娘は母親に対する要望を常に，漢語
のできる父親の A氏を仲介者として伝達し
なければならなかった。母親に直接話しかけ
ると，それを理解できない母親は父親に対し
て苛立ちを示したという。
当時，漢語学校に入学したウイグル人生徒
の多くが，知識人あるいはエリート幹部の子
女であり，その大部分はウルムチを中心とす
る大都市に集中していた。その背景にある事
情については，上述の A氏が自分の子ども
を漢語学校に入れた理由について次のように
述べていることから窺うことができる。

われわれは，北京で勉強していたとき，何
よりも言葉の難しさについてしみじみと痛
感したものであった。このような思いを自
分の子どもにはさせたくないというのが，
その理由の第一である。第二の理由として
は，われわれは，多少なりとも漢語ができ
たからこそ重用され，漢族とも対等な立場
で自分の考えを伝えることができた｡ そこ
で子どもの将来を考え，漢語の習得をさせ
ようと決断したのである。

この発言に従えば，子女の漢語学校への就学
は，子どもたちも自分たちと同じように，漢
語の運用能力を錬成することにより漢族中心
の中国社会において認められる人間になって
欲しいというエリート層の親の強い願望によ
るものであったことがわかる。しかしその当
初においては，子どもたちのウイグル語力が
劣化することに対する意識が欠けていたとい
うことである。A氏はインタビューを，「子
どもたちが漢語学校に入学して次第にウイグ
ル語ができなくなるという事態が生じる可能
性に対する認識が甘かった」という言葉で締

め括った。
以上の点を勘案するならば，「民漢兼通」
理念が提案された背景の一つとして，ウイグ
ル人にとっても中国社会で生存し，十分に自
己実現するためには，漢語を習得しなければ
ならない状況にあるけれども，漢語中心の環
境になると，今度は自民族言語が疎かになる，
という矛盾を解消するためにも，小学校の段
階から漢語学校に入学して教育を受けるウイ
グル人を増やすという方策ではなく，「民族
学校」における漢語教育の強化を図ることに
より漢語習得につなげるのが得策である，と
いう考え方があったとも推測される。
さて，「民族学校」をめぐって当時存在し
た問題は，上記の点だけではなかったと考え
られる。それは，「民族学校」の教育環境と
教育の資質が深刻な局面に至っていたという
ことであり，とりわけハード面において顕著
であったと推測される。
その背景としては，下記のような，1950
～ 60年代の新疆の学校教育をめぐる特有の
情況を見てとることができる。1958年 9月
19日に中央政府から「中共中央、国務院関
於教育工作的指示」（中共中央・国務院の教
育に関する指示）が発せられ，その後の学校
開設と教育内容について「2本の足で歩く」
（二本立てで行く）という教育方針が示され
た（新疆教育年鑑編委会編 1991: 70）。この
方針のもと，政府によって農業労働の実践と
学校教育における知識の学習を結合する形の
農業中学校・農村学校の拡大政策が実施され
た。その特徴は，大衆が自らの力によって学
校を開設し，半日間は教室で勉強し，半日間
は農業労働に従事する，あるいは，日替わり
で学校の勉強と農業労働の実践を行う，とい
うものであった（新疆維吾爾自治区教育庁
1959a: 56）。この政策の新疆での実施につい
ては，当時，もともと経済基盤が脆弱で，か
つての学校教育の資金源であったウシュルと
ザカート31）が中華人民共和国成立後に廃止
されたことによって財政面での条件に不安を
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抱えていた新疆南部の農村地域にとって，自
らの力で農業中学校を開設し，それを発展さ
せていくことは非現実的なことであるとし
て，一部のウイグル人知識人や教育関係者か
ら新疆の特殊性が強調されて難色が示され
た。しかし，前述の「反地方民族主義運動」
の発動にともない，右翼的保守思想と見なさ
れた「新疆特殊論」・「条件論」は批判され，
農作業をしながら学習するという新型農村学
校が誕生した（新疆維吾爾自治区教育庁学校
教育科 1960: 259）。1958年の統計によれば，
新疆全域に開設された農業中学校は 435校
に昇ったという。そのほとんどが新疆南部の
地域に集中していた（新疆維吾爾自治区教育
庁 1959b: 66）。そして，1959年 6月 14日に
開かれた新疆ウイグル自治区教育行政会議に
よって，農業中学校・農村中学校の発展の方
向性がさらに固められたのである（新疆維吾
爾自治区教育庁 1959c: 152）。このことによ
り，農業中学校・農村中学校は新疆各地にお
いて次々と開設され，その普及が促進された。
一方，1950年代後半から 60年代前半にか
けて，政府による計画移民以外の漢族移民の
新疆流入が多数見られたため，その子女の教
育には既存の漢語学校では対応できない状態
になっていた。このことは，新疆における
漢族人口の増加の推移をみても明白である。
1953年には 33.21万人であったのに対し，
1964年には一気に 232.12万人にまで膨張し
ている（『中国少数民族言語使用情況』1994:
39）。このような漢族人口の増加状況と，上
記の農村学校の拡大政策が重なって，都市部
や町にあった「民族学校」，とくに「民族中
学校」に在籍したウイグル人生徒を中心に，
政府の「要把学校弁到農村去」（学校を農村
において開設する）というスローガンに従っ
て，ウイグル人の生徒を農村学校に移し，都

市部の空いた「民族学校」の校舎を，計画外
に流れ込んだ漢族移民の子女の用に当てた新
たな漢語学校として転用する動きが見られた
という（新疆維吾爾自治区教育庁学校教育
科 1959: 5）。このような経緯で誕生した新型
農村学校（中学校）は，一時新疆全域で 591
校に達し，生徒数も 1,007,779人であったと
いう（新疆維吾爾自治区教育庁学校教育科
1960: 260）。
しかし，農村部に移された「民族学校」は，
実際には，学校開設に必要なハードの側面，
すなわち，学校の校舎や設備，それに必要な
経費，さらに，教師の確保，教育制度とカリ
キュラムの制定などの問題が解決されておら
ず，制度的にも明確的なものがないまま設置
されたため，事実上名目的なものが多かった
と言われる。学校らしい校舎もなければ，机
や椅子もなく，野外で授業を行う学校さえ存
在するという有様であった。当時の統計によ
れば，1958年に存在した 435校の農村学校
は，1963年には 21校に減っており，生徒数
も 823人しか残っていなかった（新疆教育
年鑑編委会編 1991: 71）。その後，文化大革
命期の混乱で，学校教育自体がしばらく機能
するのを停止していた。
このような状況の影響は，1980年代初頭
まで継続的に存在していたと考えられる。た
とえば，1982年の 4月 28日から 6月 6日に
かけて独自に調査を行った，当時の新疆ウイ
グル自治区政治協商会議副主席のサイプラ
イェフの報告には，「民族学校」が置かれた
情況について，

　幾度の政治運動と文化大革命によって放
任されてきた民族学校の入学率と進学率は
著しく減少しており，地域によっては初
等教育の普及率が 50％にも達していない。

31） ウシュルとザカートとは，もともとイスラーム教の五行の一つである宗教的義務行為であり，喜捨
の意である。新疆の場合は，1軒の家に対し，1年を通した農業生産量の 10分の 1をウシュル税
とし，家畜など農業以外の収入の40分の1をザカート税とした。「ウイグル文化促進会」には，ウシュ
ル税の半分と，ザカート税を納めるようになったという（森 2002: 53-54; 羅 1979: 192-195）。
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民族学校の校舎の多くが 1930年代にウイ
グル文化促進会によって建築されたもの
で，かなり老朽化している。それに，学校
の環境は極めて粗末なものであり，図書館
や図書資料室，さらに実験用の設備と，体
育の授業に使われる道具などはほとんどな
く，農村部ではボール一つない学校も珍し
くない。それに，教師が不足しているため，
現行の教師の負担が重く，教師に対する待
遇も粗略である（賽甫拉也夫 1982: 2-13）。

とあり，当時のハード面・ソフト面における
教育環境・条件の水準の低さが相当に深刻な
ものであったことが窺われる。すなわち，こ
の報告の内容にしたがえば，当該時期の「民
族学校」における教育は，以前の「民族学校」
の農村型学校への移行をめぐる経緯や文化大
革命などの時代状況を背景としてもたらされ
た，学校のハード面・ソフト面における負の
条件を依然として抱えていたと想像されるの
である。地域社会に入り込んで行われたとさ
れるバダイの調査においても，このような状
況はおそらくは露呈していたはずである。し
かし，バダイの報告・建議においては，そう
いった事情については反映させられることな
く，まずもって漢語教育の強化によって「民
族学校」の教育の質を向上させるという提案
が自治区政府に提出されたのである（巴岱
1982: 3-6）。
そもそも，バダイによる建議が出される前
に，1930年代からウイグル人の初等教育の
拡大に尽力した経験をもち，当時新疆ウイグ
ル自治区政治協商会議副主席であったサイプ
ライェフによって，前述のように，別の立場
から新疆南部を中心に 40日間にわたる調査
が行われていた。その結果，「民族学校」の
教育の資質が低いこと，関連して，施設・設
備面においても劣悪な状態にあることが問題
として明らかにされ，報告書として自治区人
民代表大会常務委員会と自治区共産党委員会
に提出された（賽甫拉也夫 1982: 1）。しかし，

この報告書は当時は公表されることなく，行
政上直接的に生かされることもなかったと見
られる。
このような報告の存在と経緯があることか
らも，「民族学校」がハード面・ソフト面に
おいて問題を抱えていることは，やはり実地
調査を実施し，政府関係者でもあったバダイ
によって認識されていたと推測される。その
ことは，1982年 12月に出された前述の「民
漢兼通」に基づく漢語教育促進に関する建議
の冒頭に，「現在，民族教育の資質を高める
ためにしなければならないことは山ほどある
が，まず第一に，民族学校における漢語教育
の強化がそのキーポイントである」とあり，
資質を高めるための方策として，漢語教育以
外の課題が多々存在することが明確に示唆さ
れていることからも窺われる。以上のような
経緯を考慮すると，バダイによる建議は，サ
イプライェフの報告書の顛末を受け，「民族
学校」の状況の改善に向けて漢語教育の促進
という方策がいわば優先事項として提議さ
れたものではないかとも考えられる。憶測
になるけれども，バダイの建議においては，
「民族学校」の抱える様々な問題を前にして，
ハード面・ソフト面における条件の問題に対
する政府の対処の必要性について視野に置き
つつ，政府に注目されやすい側面がまずもっ
てアピールされたとも想像されるのである。
このバダイによって提出された建議を踏ま
えて，前述のように「民族学校」における漢
語教育の強化策が積極的に打ち出されること
になった。そのなかでは，「民族学校」にお
ける教育の資質の向上は，漢語教育の強化に
よってこそ実現されるものと見なされてい
る。これに対し，学校現場におけるハード
面・ソフト面での条件をめぐる問題に関して
は，少なくともただちにその解消が政策的に
目指される動きが見られたかどうか明らかで
はない。
以上のように，バダイの提案をもとに新た
に打ち出された「民族学校」における漢語教
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育の強化は，元来は，従来の漢語教育のあり
方を改善するべく，民族言語の優先を基軸と
しつつ漢語能力の習得の現実化を図るという
「民漢兼通」理念に基づき，民族教育の実状
に即した形の漢語教育を志向するものであっ
た。その背景には，ウイグル人の間における
漢語習得の必要性に対する認識とともに，漢
語学校就学者の自民族語能力の低下という事
態に対する懸念の反映を見ることができる。
その一方で，この提案の結果打ち出された漢
語教育の促進策には，とくに漢語の地位向上
とその必要性に重点を置く側面がともなって
いた。このような背景の下，それまでの幾度
かの政策面における努力のなかで，方針で示
された目標に十分に沿う形では浸透していな
かったと見られる「民族学校」の漢語教育に，
その後，顕著な進展を実現する契機が与えら
れることになったと考えられる。

Ⅴ．漢語教育促進策の限界とその後の動向

「民漢兼通」理念に基づいた「民族学校」
における漢語教育の強化策は，少なくとも政
策において掲げられた当初の目標を達成する
ことができなかったと見られる。本章では，
その具体的な結果について明らかにするとと
もに，その後の展開として，ウイグル人社会
の漢語教育に対する意識の変化に触れる。

1. 「民漢兼通」政策の結果
1992年末から 1993年初頭にかけて，自治
区教育委員会の傘下にある科学研究所と，そ
の漢語教育研究室が，「民漢兼通」という目
標についての達成情況に対する評価の調査に
乗り出した｡ 新疆東部のウルムチ市，北部の
タルバガタイ，アルタイ，南部のカシュガ
ル，ホータン，アクスなどの地域において，
39の「民族小・中学校」に在籍する 388名
の生徒を対象に漢語の模擬試験を行った。そ
の結果を基に作成された「新疆部分民族中小
学漢語教学質量調査報告」（新疆の一部の民

族小中学校における漢語教育の資質に関する
調査報告）によれば，

会話，閲読，発音，漢字，語句，センテン
スなどに関する漢語の技能について，漢語
教育の指導要領に定められている，小・中
学校を卒業するまでに習得しなければなら
ないレベルの能力に達している生徒は僅か
しかおらず，ほとんどの生徒はその基準を
満たしていない。基準に合格した生徒は 1
クラスにつき 2～ 3人にとどまっており，
この数字から計算すると，指導要領の基準
を達成できたのは全体の 5％にしか過ぎな
い（民族中小学漢語教学質量調査組 1994:
52-63;王振本，梁偉 1997: 54）｡

とあり，その結果は芳しくないものであった。
また，自治区教育委員会は，前述のバダイ
の提案を受けて打ち出された「1995年まで
に民族高校卒業生の漢語レベルは「民漢兼
通」に達する」という目標の実現情況に関し
て，1996年 12月 22日 ～ 1997年 1月 16日
にかけて新疆全域で調査を行った。その報告
書においては，

　我が自治区の民族小・中学校における漢
語教育は，依然として手薄な科目である。
1万人の漢語教師を投入し，10年間にわ
たって 1,412コマの漢語授業を行ってきた
にもかかわらず，自治区教育庁が提案した
高校卒業後の「民漢兼通」目標には到達し
ていない（新疆維吾爾自治区教育委員会少
数民族中小学漢語教学調査組 1997: 4）。

と結論づけられている。たしかに，「民漢兼
通」目標の達成に向け，専門家 10人の当該
事業への配置，漢語教師定員枠の 500人分
増設など，自治区政府によって全面的なバッ
クアップ態勢がとられた（「関於進一歩倣好
民族中学校部分学科漢語授課「民漢兼通」工
作幾点意見的通知」1996: 1）。例えば，カシュ
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ガル地区，ホータン地区，クズルス・クルグ
ズ自治州という 3地域だけでも，漢語教師の
数が 1987年の 1,591名から 1998年の 4,591
名へと約 3倍に増員されたことが知られる。
漢語教育の強化という事業の展開のために，
政府により財政面と人材面においていかに精
力が傾注されたかが窺われる。しかもこれは
一例に過ぎないのである（王振本，梁威，阿
布拉・艾買提，張勇 2001: 54）。
つまり，これらの調査においては，財政・
人材面で多大の努力と留意が払われたにも拘
わらず32），「民族学校」における漢語教育は，
90年代半ばになっても依然として行政側の
期待通りには進んでいないことが判明し，自
治区教育庁によって規定された「1995年ま
でに民族高校を卒業した大部分の卒業生は，
「民漢兼通」のレベルに達する」という目標
にはいまだ達しない情況にあることが明らか
になった。実際，同時期に新疆財経大学が
1995年度に入学してきた 325名の少数民族
出身学生を対象にHSK33）の模擬試験を行っ
たところ，0級が 11人（3.4％），1級が 99
人（30.5％），2級が 90人（27.7％），3級が
42人，（12.9％），4級が 34人（10.5％），5
級が 19人（5.8％），6級が 25人（7.7％），
7級が 5人（1.5％），8級に合格した学生は
1名もいないという結果が得られたという
（王公達，鞠文雁 1996: 62）。新疆財経大学に
進学するためには，他の科目と同様，高水準
の漢語の試験を突破しなければならないので
あるが，それにも拘わらず上記のような成績
であったことを考慮すれば，当時の「民族小・
中学校」で行われていた漢語教育の効果がど
の程度のものであったか，想像に難くない。
そもそも 1980年代の初めにバダイは，「こ

れまでの漢語教育が，新疆の実情に適合して
おらず，「民族学校」における漢語の学習と
母語である民族言語との関係について正しく
認識されていなかったため，功を焦るあまり，
正確な教授法を見出すこともできなかった。」
（浩・巴岱 1989: 39）という認識をもち，そ
の認識に基づいて新しい漢語教育の理念とし
ての「民漢兼通」を打ち出したと言われる。
しかしながら，その新しい理念に基づいた漢
語教育の推進策は，バダイによって指摘され
た，従前の漢語教育の問題点と同様の問題を
抱えていた可能性があるのである。
具体的な点としては，先行研究において，
このときに出された実際的な方針において，
指導要領により定められた達成基準が，「民
族学校」の実情より高めに設定されていたと
いう問題点を含んでいたとされている。指
導要領においては，漢語の学習が始まる小
学校から高校卒業までの 9年間に，2,500～
3,000字の漢字と 4,500～5,000の語句を覚え
ることが求められており，中学 1年から高校
2年までの間にすべての文法概念をマスター
するとともに，センテンスの文法構造を分析
できるようになることが要求されているが，
これは，学校における漢語授業以外の日常生
活において漢語を使う機会が至って少ないウ
イグル人の子どもたちにとっては，達成する
ことが容易ではない課題であったと考えられ
る（丁芸，木子 1989: 83）。また，生徒の意
識面における漢語学習の難しさについても，
阿斯亜（アスィア）により 1990年 6～ 7月
に実施された調査において，調査対象となっ
た「民族学校」の中・高生の 70.92％が，そ
して大学生の 70.21％が学習の難しさを感じ
ていることが明らかにされている。その理由

32） 例えば，「民族学校」における漢語授業の教員の陣容を充実させるために，1988年から新疆におけ
る高等教育機関（大学，師範大学，中等師範学校など）の漢語専攻に毎年 300～700名の学生を募
集する，在職教員を国内留学に派遣する，さらに 500名の定員を設けて漢語の教師に充てる，な
どの措置がとられた。詳しくは，王，梁，阿布拉・艾買提，張 2001を参照。

33）HSKとは，1986年から研究され，製作されはじめた「漢語水平考試」（漢語レベル検定試験）の
略称であり，もともとは漢語を学習する外国人の漢語能力を測るために開発された検定試験である。
最高級は 8.5級であり，最低級は 0級である。詳しくは，王公達，鞠文雁 1996を参照｡
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の一つとしては，教材の難易度が挙げられて
いる（阿斯亜 1992: 105）。
確かにバダイは，「民漢兼通」という漢語
教育の新たな理念を打ち出す過程において，
教育現場における丹念な調査を行い，漢語教
育をめぐるウイグル人の実情を熟知する当時
の自治区教育庁関係者らと緻密な検討を行っ
ていたと言われる（巴岱 1982: 3）。すなわち，
「民漢兼通」理念は，「民族学校」の実情とこ
れまでの経験を踏まえた上で探り出され，創
案された漢語教育のモデルであったと考えら
れる。しかし，実際に施策が策定され，実行
される段階において，このような事情が十分
に反映されたかどうかという点には若干の疑
問も残る。というのは，このときの指導要領
の内容は，各段階における到達レベルの設定
のあり方などが，漢語学校で漢語を学習する
際のメソッドや規準をそのまま適用して作成
されたものではないかという印象を抱かせる
ほどの難易度であるからである。このことは，
前述したように，「民漢兼通」の建議に基づ
いて漢語教育促進の具体的な方策が策定され
た際，それが，基本理念に依拠したセオリー
面での吟味・検討が十分に突き詰めてなされ
ることなく進められ，実行に移されることと
なった可能性がある，ということと無関係で
はないかもしれない。
一方，もともと漢語学習に対する積極的な
動機づけが薄く，普段の生活の中で漢語に触
れる機会の至って少なかったウイグル人の子
どもたちにとっては，指導要領で高い水準に
定められた内容を理解し，消化していくこと
は容易なことではなかったと想像される。こ
のような指導要領の下で漢語教育が進まない
最も顕著な原因の一つとして，ウイグル人の
漢語に対する態度の問題が研究者の間では次
第に明らかになった。

1980年代の後半に丁芸と木子によって行
われた「民族中学校」における漢語教育の調
査では，生徒の漢語に対する興味・関心のな
さと積極的な漢語学習意欲の欠如が，漢語教

育を進める上で大きな阻害要因になっている
ことが明らかにされ，これこそが教授法にお
いて軽視されている問題であると指摘され
ている（丁芸，木子 1989: 82）。また，上述
の阿斯亜の調査においては，「民族学校」の
中・高生と大学生ともに漢語の学習が向上し
ない原因として，「母語との差が大きすぎる
から」，「漢族の人と接することがほとんどな
いから」という回答を挙げた生徒・学生が全
体の 50％を越えていることが報告されてい
る（阿斯亜 1992: 105）。さらに，後述する
ムハベットらの調査では，町から離れた中学
校で漢語科目に興味・関心を示さない生徒は
50％にのぼり，その理由は，漢語は難しい，
幾ら勉強してもついていけない，先生の教え
方が下手である，ということであった（木哈
拝提・哈斯木，哈力克・尼亜孜，塔什・熱合
曼 1997: 2-4）。しかし，こうした問題に対し
て，政策面における注視は概して希薄であっ
たと見られる。

2. 漢語教育に対するウイグル人の意識の変化
ところが，1990年代の半ばになると，ウ
イグル人側において，漢語を通して知識や情
報を直接的に吸収できないことが民族教育の
発展を妨げていると認識され，漢語の重要性
とそれにともなう「民族学校」における漢語
教育の向上の必要性が，一層強く意識される
ようになるのである。1993年に開かれた自
治区教育工作会議において，当時新疆ウイグ
ル自治区政府主席の任にあったウイグル人の
テムル・ダワメットの発言がこの点を象徴的
に表している。「民族学校における漢語教育
の実態は，『民漢兼通』の目標に達していな
い。このような状況は民族教育の発展と資質
の向上にかなりマイナスの影響を与えてい
る。」
ここで注目される点は，この時期から漢語
教育を重視する動向が全体として明確化して
いった背後に，以前は積極性が顕著とは言い
難かったウイグル人側の意識が，社会経済の
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変動状況を背景として変化し，一般の都市
民・農民のレベルにおいても漢語の必要性が
意識されるようになったという状況を透視で
きることである。

1996年 5月に，新疆大学のムハベット・
カスムらが行った調査において，ウイグル人
の漢語に対する意識の変化が明らかにされて
いる。この調査では，ウイグル人が比較的集
中して居住しているトゥルファン地区ピチャ
ン県の 2つの小学校と 3つの中学校の漢語
教育について，当該地域の指導者と，学校の
責任者，教師，生徒，保護者，そして一般大
衆を対象にしたアンケート調査と聞き取り調
査が実施された。その報告においては，全般
的に人々が漢語教育に対して積極的な態度を
示していること，具体的には，80％の生徒が
漢語の授業に最も関心を寄せており，60％
の保護者が子どもを漢語学校に就学させたい
と希望していること，漢語科目の教師のなか
で，漢語教師としての自らの職業に満足し，
研修などを通じて漢語の運用能力をさらに高
めたいと思っている者が，その 100％を占め
ていること，といったデータが掲げられてい
る（木哈拝提・哈斯木，哈力克・尼亜孜，塔
什・熱合曼 1997: 2-4）。また，この調査によっ
て得られた当該地域の魯克沁（ルクチュン）

漢語中学校校長の話が次のように紹介されて
いる。

ここ 2～ 3年，漢語小・中学校へ入学を
希望するウイグル人生徒は急激に増えてい
る。中学校では毎年 30名以上のウイグル
人生徒を入学させているが，小学校に至っ
ては半数近くがウイグル人生徒によって占
められている。これでも保護者はもっと入
れてくれと不満を言う。このような現象は，
かつてはありえなかった。年に 1人入って
くるか，来ないかというような情況であっ
た（木哈拝提・哈斯木，哈力克・尼亜孜，
塔什・熱合曼 1997: 2-4）。

このようなウイグル人の漢語に対する態
度における積極性の度合の顕著な変化は，
1997年の夏に筆者が行った調査でも観察さ
れた。新疆南部のホータンとカシュガルにお
いて，教員をはじめとする教育関係者，保護
者，そして一般住民 20名を対象に個別イン
タビューを行い，そのなかで，漢語教育の必
要性について尋ねたところ，ほぼ全員がその
必要性を強調したのである。その理由は概ね
次のような内容であった。
一つは，中国の主軸となる民族は漢族であ
り，中国で生活をする以上はその漢族の言語
である漢語を習得しなければならないであろ
うという認識である。とくに，科学技術の時
代に突入している現在では，その勉強に漢語
が欠かせない存在になってくるであろうし，
漢語からウイグル語に翻訳して情報や知識を
得るのでは時間がかかってしまう，というこ
とを挙げている。もう一つは，漢語・漢文は
自分たちの生存・生活条件と直接的に関わっ
ているということの強調である。多くの人は，
自分や自分たちの子どもが大学を卒業し，漢
語ができるからこそ現在のような職につき，
仕事も順調で裕福な生活をしていることを例
に挙げている。
実際，「どうして漢語を学ぶのか？」とい
う問いかけに対し，小学生・中学生なら「大
学の受験のため」，大学生なら「大学院への
進学，就職のため」，商人なら「儲けるため，
漢族と商売するとき損しないため」，親なら
「子どもの将来のため，生活のため」，農村で
は「幹部になるため」，などと答えている。
このような回答については，前述のムハベッ
トらの調査でも同様な結果が得られている。
生徒たちに対するアンケート調査で，漢語に
関心を示す理由について質問した際，一部の
生徒は，「漢族は人口が多くて，科学技術の
方面で発達している。彼らに学ぶために，漢
語の勉強は欠かせない。」と答え，一部の生
徒は，「漢語ができると，大学にも合格でき
るし，将来仕事にもつきやすい。また，漢族
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とビジネスを行うこともできる。」と回答し
たという（木哈拝提・哈斯木，哈力克・尼亜
孜，塔什・熱合曼 1997: 2）。ムハベットらの
報告書では，このような回答が出てくる背景
を窺わせる事例として次のようなエピソード
が掲げられている。

ルクチュン鎮で葡萄の栽培で生計を立てて
いるある農家が，自分の作った葡萄の販路
を広げるために，中国の内地へ行ってビジ
ネスを始めた。しかし，漢語ができないこ
とで害を被ることになった。その後，この
農家の主人は直ちに民族学校で勉強してい
る 2年生の息子を連れて漢語学校の校長を
訪ね，子どもを漢語学校に転校させること
に固執した（木哈拝提・哈斯木，哈力克・
尼亜孜，塔什・熱合曼 1997: 2-4）。

ウイグル人社会において漢語に対する認識
の変化が確実に現れていることを示すこれら
の調査結果には，漢語の習得と利用がウイグ
ル人の大半にとって現実的で具体的な利益追
求のための手段として捉えられているという
状況，とくに都市部おいては漢語ができなけ
れば人生が自らの意に沿うように進まないと
いう社会背景が如実に反映されていると考え
られる。1980年代の「民族学校」における
漢語教育が，最初はいわば上からの呼びかけ
や促進策によって着手されたとすれば，90
年代に入ると，社会変動にともなって下から
の要請という側面が表面化し，「民族学校」
によっては自ら積極的に取り組む学校も現れ
るのである。このことは，第Ⅱ章第 3項目で
述べたような，1990年代以降とくに都市部
において漢語の使用が優位性を示すようにな
り，社会参加の条件として漢語の運用能力が
不可欠となっていたという社会背景と，無関

係ではないであろう。政府や企業などに就職
する際34），また，社会的上昇を目指す際に，
漢語を身につけることが最低限の条件として
求められるようになったことが，ウイグル人
の漢語に対する意識の変化に大きな影響を与
える一因となったと考えられる35）。
その後，「民族学校」における漢語教育事
業の進展が捗々しくないという事情に鑑み，
「自治区の都市，鎮以上の民族高校を卒業し
た大部分の卒業生は「民漢兼通」のレベルに
まで達する」という目標達成のために，政府
によって新たな方針が打ち出されることにな
る。それは，ウイグル人社会における意識の
変化も背景としつつ，1990年代後半から試
みられた大規模な「民族学校」における漢語
教育の種々様々な実験である。この部分の検
討は別稿に譲りたい。

Ⅵ．おわりに

新疆における「民族学校」の漢語教育がた
どった軌跡には，中華人民共和国成立後の緩
やかな開始，50年代後半からの促進，70年
代後半の再スタート，そして 80年代からの
強化という変化が刻まれている。その主なポ
イントは下記の通りである。
（1）漢語教育の前提となるウイグル人の漢
語使用の様態については，中華人民共和国成
立後の漢族の大量移住という条件下にも拘わ
らず，農村部における居住区域の分離や，ウ
イグル人社会におけるバザール経済の自律性
などを背景としつつ，ウイグル人社会内部で
はウイグル語が優位性を保持してきた。他方，
漢族の進出が著しい都市部，とくに公的機関
や国営企業などにおいては，遅くとも 1990
年代までには言語使用において漢語が基軸た
る状況となり，社会参加や社会的上昇のため

34） 近年における大学卒業者の就職状況と漢語運用能力との関わりについては，清水 2004: 72に言及
がある。

35） 近年では，農村部においても漢語が社会的条件として必須とされる状況が顕在化していると考えら
れる。その具体的な事例については，梅村 2008: 246-247を参照。
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に漢語の習得・使用の必要性がウイグル人に
より認識される段階に至った。
（2）「民族学校」における漢語教育は，中
華人民共和国成立当初の民族政策にしたが
い，当初は緩やかな枠組の下に開始された。
このように，民族言語を授業言語とする「民
族学校」において漢語教育がスタートしたこ
と自体，国民統合を図っていく上で重要な一
歩であったと言える。その後，1950年代後半
以降，漢語教育の促進が政策面において打ち
出されたが，さまざまな政治的・社会的条件
を背景として，実体面において必ずしも期待
通りには進展・浸透しなかったと考えられる。
（3）1980年代以降，漢語教育は新たな局
面に入ることになる。1980年代前半に，当
時の教育担当副主席であったバダイによって
打ち出された「民漢兼通」理念は，民族言語
を基軸としつつ漢語の運用能力の達成を目
指す志向性に立脚し，「民族学校」の現実的
条件に即した漢語教育の促進を唱えるもので
あったと言える。このような理念の登場には，
一部のウイグル人の間における漢語習得の必
要性に対する認識と，一時期増加した漢語学
校就学者の自民族語能力の劣化という事態に
直面した人々のある種の懸念が，一定程度反
映された可能性がある。
（4）しかし「民漢兼通」は，その実施過程
を通して，政策で示された所定の成果を十分
に挙げることができたとは言い難い。それは，
実施のための方策の策定に際して採用された
メソッドと設定された到達目標が，民族語を
主体とする「民族学校」の内情に十分に沿う
ものであったかどうか，という点に関わって
いたと考えられる。その一方では，「民漢兼通」
の名の下に，「民族学校」教育における漢語
と漢語授業の位置づけの重要性と，漢語教育
の推進の必要性が強調される動向も顕在化す
ることとなった。
以上のようなプロセスにおけるベクトルの
先として，1990年代半ば以降，行政上の推進
と，前述したようなウイグル人の間における

漢語と漢語教育に対する意識の変化も相俟っ
て，漢語教育の強化に一層の拍車がかかり，
ウイグル人の学校教育をめぐる状況に，過去
に類を見ない新規のアスペクトが現出するこ
ととなった。その具体的な様相と内実に関す
る検討については，他日を期したいと思う。
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